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平成３０年第１回砂川市議会定例会

平成３０年３月１２日（月曜日）第５号

〇議事日程

開議宣告

日程第 １ 議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定について

議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例の制定について

議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制定につい

て

議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定について

議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

等の基準に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定につい

て
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議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について

議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更について

議案第４２号 市道路線の認定について

議案第 ７号 平成３０年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算

散会宣告

〇本日の会議に付した事件

日程第 １ 議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定について

議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例の制定について

議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制定につい
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て

議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定について

議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

等の基準に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する条例の制

定について
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議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について

議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更について

議案第４２号 市道路線の認定について

議案第 ７号 平成３０年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算

〇出席議員（１２名）

議 長 飯 澤 明 彦 君 副議長 水 島 美喜子 君

議 員 増 井 浩 一 君 議 員 多比良 和 伸 君

中 道 博 武 君 佐々木 政 幸 君

武 田 真 君 武 田 圭 介 君

辻 勲 君 北 谷 文 夫 君

沢 田 広 志 君 小 黒 弘 君

〇欠席議員（１名）

増 山 裕 司 君

〇 議 会 出 席 者 報 告 〇

１．本議会に説明のため出席を求めた者は次のとおりである。

砂 川 市 長 善 岡 雅 文

砂川市教育委員会教育長 髙 橋 豊
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砂 川 市 監 査 委 員 栗 井 久 司

砂川市選挙管理委員会委員長 其 田 晶 子

砂 川 市 農 業 委 員 会 会 長 関 尾 一 史

２．砂川市長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

副 市 長 角 丸 誠 一

病 院 事 業 管 理 者 小 熊 豊

総 務 部 長
熊 崎 一 弘

兼 会 計 管 理 者

総 務 部 審 議 監 近 藤 恭 史

市 民 部 長 中 村 一 久

経 済 部 長 福 士 勇 治

建 設 部 長 湯 浅 克 己

建 設 部 技 監 荒 木 政 宏

病 院 事 務 局 長 氏 家 実

病 院 事 務 局 審 議 監 朝 日 紀 博

病 院 事 務 局 審 議 監 山 田 基

総 務 課 長 東 正 人

政 策 調 整 課 長 井 上 守

３．砂川市教育委員会教育長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

教 育 次 長 河 原 希 之

４．砂川市監査委員の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

監 査 事 務 局 長 堀 田 一 茂

５．砂川市選挙管理委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

選挙管理委員会事務局長 熊 崎 一 弘

６．砂川市農業委員会会長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

農 業 委 員 会 事 務 局 長 福 士 勇 治

７．本議会の事務に従事する者は次のとおりである。

事 務 局 長 峯 田 和 興

事 務 局 次 長 川 端 幸 人

事 務 局 主 幹 山 崎 敏 彦

事 務 局 係 長 渡 部 秀 樹
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開議 午前１０時００分

◎開議宣告

〇議長 飯澤明彦君 おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。

本日の会議に欠席の届け出のあった方を事務局長に報告させます。

〇議会事務局長 峯田和興君 本日の会議に欠席と届け出のありました議員は、増山裕司

議員であります。

〇議長 飯澤明彦君 議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

直ちに議事に入ります。

◎日程第１ 議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定について

議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準等を定める条例の制定について

議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制

定について

議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定

について

議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形

成及び活性化に関する法律の適用に伴う固定資産税

の課税免除に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について
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議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営等の基準に関する条例等の一部を改正する

条例の制定について

議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定

について

議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定に

ついて

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について

議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更について

議案第４２号 市道路線の認定について

議案第 ７号 平成３０年度砂川市一般会計予算



－187－

議案第 ８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算

〇議長 飯澤明彦君 日程第１、議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制

定について、議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例の制定について、議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止

する条例の制定について、議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の

制定について、議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する

条例の制定について、議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について、議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条

例の制定について、議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２２

号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の適用

に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第

２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の

一部を改正する条例の制定について、議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正す

る条例の制定について、議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営等の基準に関する条例等の一部を改正する条例の制定について、議案第２８号

砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２９号 砂川市

中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３０号 砂川市北吉野

コミュニティセンター条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３１号 砂川市

火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３２号 砂川市営住宅

管理条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅

管理条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３４号 砂川市都市公園条例の一

部を改正する条例の制定について、議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの

指定管理者の指定について、議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管

理者の指定について、議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について、議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について、

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について、議案第４０号 砂川市北

吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定について、議案第４１号 砂川市過疎地域

自立促進市町村計画の変更について、議案第４２号 市道路線の認定について、議案第７
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号 平成３０年度砂川市一般会計予算、議案第８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特

別会計予算、議案第９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算、議案第１０号

平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算、議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢

者医療特別会計予算、議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算の３６件を一

括議題とします。

各議案に対する総括質疑を行います。

これより議案第１３号の総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１３号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１４号の総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１４号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１５号の総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１５号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１６号から第３４号までの一括総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

武田真議員。

〇武田 真議員 （登壇） おはようございます。それでは、私からはただいま対象とな

っている議案の２本につきまして総括質疑を行います。

最初に、議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定について６

点ほどお伺いいたします。

１点目は、市政執行方針にこの組織機構の見直しを記載しなかった理由について伺いま

す。

２点目は、今回の組織機構見直しの検討経過について伺います。

３点目は、保健福祉部という名称にした理由、根拠について伺います。

４点目は、組織機構の見直しにより実現する具体的な行政事務効率化の内容、効果につ

いて伺います。

５点目は、部を新設し部長ポストをふやすことが、なぜ市民ニーズに対してより一層迅

速、柔軟に対応できることにつながるのか、また将来を見据えた効率的な組織機構の構築

につながるのかを伺います。

６点目は、これまでの行財政改革との整合性について伺います。
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続きまして、議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

３点ほど伺います。

１点目は、道内における砂川市と同程度の人口規模の市における人口１万人当たりの職

員数、２８年４月１日現在の比較について伺います。

２点目は、事務事業量に見合っていないとされる部門の事務事業の現況、職員増の内訳、

定数増の効果についてお伺いします。

３点目は、これまでの行財政改革との整合性について伺い、初回の質疑とさせていただ

きます。

〇議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 （登壇） それではまず、議案第１６号に対し総括質疑がござ

いましたので順次お答えいたしますが、その前に今回の改正議案の提案に対しまして、常

任委員会の所管変更が必要になる内容でございまして、議会運営に少なからず影響がある

ものにもかかわらずその内容の周知が十分でなく、関係者にご迷惑をかけていることに対

しおわび申し上げますとともに、ご配慮をお願いしたいと存じます。

それで、質問についてなのですけれども、市政執行方針の部分でございます。これにつ

いては、新たな業務内容をふやすことで事務分掌条例を改正する際、過去には業務内容に

ついて執行方針で触れておりましたが、今回の改正は業務内容、業務事項が変わるもので

はございませんので、執行方針には触れていないというものでございます。

２点目の組織機構見直しの検討経過についてでございます。これについては、組織機構

のあり方については総務部で所管しておりまして、検討には日々の業務を見た中で、市民

部におけるここ四、五年の業務について、高齢化に対応するべく高齢者の見回り制度や子

育てにおける新たな子育て制度の導入、がん条例の制定など市民の健康に関する事業など、

事業の強化に従い人員も増加しているところであり、また市民部長は保健衛生組合の事務

局長ということも兼務しているところでございまして、非常に負荷が大きくなっていると

いうことでございました。また、税務課につきましては、地方税のほか国保税、後期高齢

者の医療保険の賦課徴収も担当しているところもございまして、ほかの市でも市民生活に

関連する部署として位置づけられているところもございまして、市民サービスの担当部門

として今回位置づけるものでございます。さらに、今後庁舎建設に伴いまして市民サービ

ス関連をワンフロア化しようということも進められておりまして、総合的に判断し、市民

部と総務部の事務分掌の変更を検討したところでございます。庁内議論は、副市長を委員

長として部課長が委員となっております行政事務改善委員会を開催いたしまして、今回の

部の設置について協議したものでございます。

次に、名称の関係でございます。保健福祉部という名称につきましては多くの自治体で

使用しているところであり、この新しい部の名称につきましては、社会福祉課、介護福祉

課、ふれあいセンター、子ども通園センターの構成から、市民にとってわかりやすい名称
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と考えているところでございます。

次に、組織機構の見直しによって実現する行政事務の効率化、また新設に当たって効率

的な組織機構の構築につながるかという４点目と５点目の質問でございます。現行の総務

部、市民部の２つの部を３つの部に分けることにより部長の業務量が分散されますので、

各部内における意思の決定など迅速な対応が図られ、より一層きめ細やかな対応が可能と

なるものでありまして、また将来的な点では、検討中の新庁舎では１階にできるだけ窓口

を集約し、窓口対応を中心としたサービスの利便性、効率性が求められておりますので、

今回の改正を機に各課、係のあり方についても今後検討していきたいと考えているところ

でございます。

それから、行財政改革との整合性でございます。事務分掌条例は部の設置と部の事務分

掌についての定めであり、本市においては平成１６年度に企業立地推進室を経済部に統合

して以降、部の名称を改めたことはありますが、現行の体制となっているところでござい

ます。平成１６年、１９年の行財政改革では行政組織に関することについて触れておりま

せんが、これまでも組織機構については、行財政改革にかかわらず、事務事業に見合った

ものとして随時見直しを図っているところであり、今回についても事務事業に応じて見直

しを行ったということでございますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、議案第２０号の関係でございます。職員定数の関係で、まず人口１万人当たりの

職員数の比較ということでございました。公になっている部分としては直近、平成２８年

４月１日ということでございまして、４月１日現在の職員数、普通会計で１７２人でござ

います。これが人口１万人当たりですと、職員数９６．６７人という数字になるところで

ございます。

道内における本市と同程度の人口規模の市との比較ということでございますけれども、

空知管内でいきますと、人口２万３，３９０人、美唄市ですけれども、この数字が１２３．

１３人、人口２万１，９１１人の深川市ですと、この数字が１０４．０６人という数値に

なっております。また、人口１万４，９４２人、芦別市が、人口は少ないですけれども、

この数字１３６．２４人、また道内２万５，０００人未満の都市では、留萌市が７９．１

０人、富良野市が１００．５４人、紋別市が１１３．８５人、士別市が１４０．４８人と

なっているところでございます。この数値は、それぞれの都市において人口、行政面積、

産業構造等々が違うことから単純比較は難しいものと思いますけれども、人口１万人当た

りの職員数は、本市は他市に比べると少ない状況ということでご理解いただきたいと思い

ます。

次に、事務事業の現況と職員増の内訳でございます。現行の一般会計に属する職員数、

２７年３月に条例改正をさせていただきまして、１５０人と改正させていただきました。

この年の４月１日、職員数１４５人でありました。５人の余力があったということでござ

います。このように改正後の職員定数は職員数の上限を定めているということであり、従
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来からも若干余裕がある人数としてきたところでございます。現在の職員数は１４９人で

ございます。４月から現行定数１５０人を上回る見込みのため、今回１５５人に改正させ

ていただくものでございます。

増員する職員の内訳でございますが、４月１日の職員採用数をもって確定するものであ

りますけれども、現況の職員配置が事務事業量に見合っていないということではなくて、

平成３０年度から新たな事業、今の事業を強化するという部分もあるのですけれども、歳

入確保のため、ふるさと応援寄附金事業、これを強化していこうと。今は１つの窓口で寄

附を受けているわけですけれども、それを一般に各、商品名と言ったらおかしいので、ふ

るさと寄附の窓口が数社ございますので、数社を窓口にしてふるさと寄附金を受けていこ

うなどという部分を考えていること、それからまた本格的に市史編さん業務が始まるとい

うことで、職員の増員を予定しているところでございます。

最後に、行財政改革との整合性についてでございます。定数条例については職員の定数

についての定めであり、１６年、１９年の行政改革では特に職員定数には触れていないと

ころでございますけれども、これまでも職員の数は、行財政改革にかかわらず、事務事業

に見合ったものとして随時見直しをさせていただいているところでありまして、今回につ

いても事務事業に応じた職員定数の見直しということでご理解を頂戴したいなと思ってい

るところでございます。

以上でございます。

〇議長 飯澤明彦君 武田真議員。

〇武田 真議員 それでは、順次再質疑をしてまいりたいと思うのですけれども、まず今

回の１６号の第１点目の市政執行方針に載せなかった理由ということで、業務事項がふえ

ていないから載せていないのだというご答弁であったかと思います。かつての砂川市にお

ける部の再編等の歴史を見ていきますと、直近では平成１６年に室がなくなったというの

がありましたというご答弁だったと思いますが、平成１０年に５部１室体制が４部１室体

制になったという、ちょうど２０年前にそのような経過がございました。そのときの再編

はどうだったかといいますと、市民福祉部が市民部に名称が変わったのと、建設部と水道

部が統合されて建設水道部になったという経過であったかと思います。当時の状況等、資

料等を見ていきますと、当時はバブル崩壊直後ということで、経済環境が非常に厳しいと

いう状況と、それによって行財政改革を平成８年ごろから進めてきたという経過があった

流れの中での統廃合であったのかなと。また、その前の年、平成９年には介護保険法が成

立したということで、事務事業の見直しは必須という環境があった中で、平成１０年には

このような部の再編が行われてきたのかなと思います。

そこで、当時の市では、行財政改革実施計画に基づき組織機構の見直しを進めながら、

当時、平成１０年に４部１室体制というのがなされてきたと。スリム化に当たって、当時

の中川市長の市政執行方針によれば、行財政のスリム化ということで提案されてきたのか
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なという状況があったということだと思います。そうしますと、事務事業がふえないから

業務事項がふえないのだとは言いましても、先ほどのご説明では少子高齢化等さまざまな

業務量がふえてきているのだというのが背景にあるということで、それを踏まえた上での

部の再編だと思うわけです。ですから、一見して何もふえていないのだということでなく

て、現にそういった状況がふえているのだという状況であるならば、部の再編というのは

砂川市にとって非常に重いものだと認識しております。

私がさかのぼったのは平成１０年まででしたけれども、過去には部の新設等があった時

代も恐らくはあったかと想像しますが、平成１０年の経過も踏まえてその後の部の再編の

状況等を見ていきますと、砂川市にとって新たに部を新設する、減らすというのは非常に

大きな決断であると認識しております。それは自分の経験も踏まえてですけれども、組織

で働く者にとって組織機構が大幅に変わるというのは重要なことでありまして、砂川市役

所のような大きな機関、市民サービス、さまざまなサービスを抱えている団体においても

組織機構の改変というのは市民サービスに及ぼす影響というのも大なるものがあるという

ことでありますと、業務事項がふえていないのだということではなくて、業務事項は実際

はふえていると思います。

私、昨年も決特で何点か確認したと思うのですけれども、残業量等ふえているような状

況があるというご答弁もありましたけれども、そういった個々の担当者レベルの仕事量が

ふえているという状況は明らかでありますし、それを踏まえた上での組織再編かなと認識

しておりましたので、単に業務事項がふえていないから載せていないのだと。最終的にそ

れを載せるかどうかは政治的な判断だと思いますが、私自身は非常に重要なものだと認識

しております。改めて、今回の部の再編は市政を執行するに当たり非常に重要なものであ

るという認識でありますが、改めて市として部の新設あるいは減らすということについて

は単なる業務事項がふえた、ふえていないという案件であって、それほど重要でないとい

う認識であるのかどうか、まず１点目についてお伺いしていきたいと思います。

続きまして、２点目になります。組織機構見直しの検討経過について確認してまいりた

いと思うのですけれども、行政事務改善委員会だったと思いますが、メンバーとしては副

市長がなられているということなのですけれども、この会議の中で決定していったのかな

と想像はするのですけれども、何でその会議で検討していくのだと。何か経過があったと

思うのです。この部の再編を進めるに当たり、こういう経過があったので、最終的に部は

新設しなければならないという経過があったと思うのです。まさかだと思いますけれども、

最初から部を２つにするから理由を考えてくれという形で進められたとは到底思えないわ

けですから、検討の結果、最終的に保健福祉部をつくるというのはわかりますが、その経

過、誰がそれを発議して進めてきたのだと。検討会議の状況、回数と、そしてそもそもな

のですけれども、なぜこの時期なのかというのは非常に大きいと思うのです。検討せざる

を得なくなってしまった経過です。
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平成１０年の経過などを見ていきますと、私が先ほど説明したとおり、前年度に新しく

介護保険法ができたと。その対応が大変だという時代背景、あるいは経済状況の悪化とい

う背景を踏まえたということ、しかも当時の行財政改革に関する委員会等でもいろんな検

討経過があった結果、平成１０年の部の再編につながったという経過がございます。そう

いう状況を踏まえますと、今回の部の再編についてはどのような外部要因、大きな変化が

あったのかということをいま一度詳しくご説明していただきたいということであります。

先ほども聞いておりますけれども、回数と議論の経過等も含めて改めて詳しく、どのよう

なことを検討されてきたのかということをお伺いしたいと思います。

続きまして、３点目の保健福祉部という名称にした根拠ということで、多くの自治体で

そのような名称が使われているのだということで、それが市民にとってわかりやすいのだ

というご答弁であったかと思うのですけれども、また古い話を持ち出してしまうのですが、

平成１０年に当時の市民福祉部が市民部になったという経過がありましたけれども、それ

は業務内容の見直しというのも当然あったところですけれども、その名称変更の主な理由

が、市民にわかりやすい名称にするということで市民福祉部が市民部になったという経過

がございます。それについては、外部の行財政の検討委員会の皆様のご意見あるいは議会

を初め委員会等で議論があった中で、それが本当に市民にとってわかりやすいものなのか

という議論を踏まえた上での市民部への名称変更だったと理解しております。

それから２０年たって、さまざまな状況が変化したというのはわかりますけれども、こ

の保健福祉部という名称、一体誰の立場に立った名称なのかということになります。誰が

それが市民にとってわかりやすいのかを判断したという、いわば事実、ファクトがどうな

のかということです。例えば市民アンケート等をとって、市民部というのは市民にとって

わかりにくいので、ぜひ直してほしいという市民からの要望等があったということであれ

ば、それは当然検討に値するものかなと思うわけですけれども、一体全体誰がこの名称が

いいのだと、市民にわかりやすいのだという客観的、根拠的なものが何かあるのであれば、

ぜひそこはお伺いしたいなと思うわけです。私、以前、総合窓口の関係で一般質問をした

と思いますが、そのときに市民アンケートをとってはいかがですかという提案をしたと思

います。そのようなアンケート調査の結果を踏まえたものであるのであれば、非常にいい

名称変更なのかなと思うわけですけれども、いずれにしましても、どのような事実に基づ

きまして、多くの自治体が使っているからいいのだということは理由にはならないと思い

ます。あくまでも利用する側の市民の視点に立った立場の名称変更が行われるかどうか、

その事実的な背景についてお伺いしたいなと思います。

続きまして、４点目でありますが、具体的な事務効率化ということで、４、５というこ

とでまとめてご答弁いただいたのかなと思います。若干、４、５について再質疑をする前

にお伺いしたい部分が１つあるのですけれども、将来の新庁舎を踏まえたワンフロア化の

話を理由の１つとして挙げられてきたわけですが、これは提案説明にもなかった事項では
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ないかなと。もし提案説明できちんとそれを説明していただけたのならそれを踏まえた質

疑ができたのですけれども、突如としてワンフロア化の話、ワンストップサービスの話を

提案理由の１つとして持ち出されると非常に困るわけなのです。総括質疑は３回しかでき

ませんから、実質１問減、１回減ということになりますから、それはいかがなものなのか

なと感じるわけです。新庁舎、ワンフロア化の話。それが背景にあるならぜひ提案説明の

ときにも、文章以外の部分で経過ということで説明していただきましたけれども、その経

過の説明の中にはワンフロア化の話は一切出ていなかったと思います。私の聞き間違いで

なければワンフロア化の話は経過理由になかったわけですから、もしちゃんと説明してい

ただければ、そこは私、きょうの総括質疑におきましてしっかり確認した次第であります。

その辺のところはいかがなものかということをまず申し添えておきたいと思います。

そこで、４、５について詳しくお伺いしていきたいと思いますが、部長の意思決定が迅

速化するということが理由の１つだとなっておりますけれども、部が１つふえるというこ

とは組織が１つふえるということで、基本的には縦割りがふえるということになっていき

ます。他の自治体の傾向等を見ていると、近隣の自治体も含めて部は減る傾向にあるので

す。実際に部を廃止した自治体も近隣の自治体にございます。先ほど職員１人当たりのと

いうことで答弁いただいた芦別市などは３部ですよね。赤平、歌志内につきましては部が

ありませんということになっておりまして、砂川市の近隣の自治体ではこうした形で組織

がスリム化しているというのが流れなのかなと認識しております。それは当然ながら人口

減少等の状況を踏まえて、組織の簡素化といった流れに時代の流れが動いているのかなと

なっておりますから、突如として部がふえるのだと、縦割りをふやすのだというのは、突

発的な行政需要が何かあるのだということであれば理解することもできると思うのですけ

れども、近隣の自治体に比べて何か特殊な、あえて部を設置しなければ対応できない、部

長の意思迅速化を図らなければならないような砂川市特有の重要な情勢の変化があったの

かということをお伺いしたいなと思います。

４、５に関係してなのですけれども、私は余り法律論というのはしたくないのですけれ

ども、地方自治法を読んでいきますと、組織ということで１５８条に内部組織の項目がご

ざいます。それは平成１５年に大幅に改正されて、各自治体の裁量権がふえたということ

なのですけれども、そもそも条文に、２項ですけれども、内部組織を考えるに当たっては

簡素かつ効率的なものとなるよう十分配慮するということが書かれておりまして、私に言

わせれば、そのようなことをわざわざ総務省から言われなくても、私たち地方自治体でし

っかりやるのだということだと思います。ちなみにそのときの通達を見ていきますと、ち

ょっと長いのですけれども、しゃべらさせていただきますが、これは１５８条２項関係で

当時の総務省自治行政局長が出した通知でございますが、新たな行政課題や住民の多様な

ニーズに即応した施策を総合的かつ機動的に展開できるよう見直しを行うとともに、既存

の組織についても従来のあり方にとらわれることなくスクラップ・アンド・ビルドを徹底
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することとされたい。このようなことをあえて国から通知されるまでもなく、私たちはみ

ずからスクラップ・アンド・ビルドをしていかなければならないと、それが地方自治体の

姿だと思っております。

そのような背景を考えながら見ていきますと、今般の組織再編、どこにスクラップがあ

ったのですかという話です。国の通知だから徹底しろとかと言うつもりはございません。

このようなことは、国に言われるまでもなく我々自身が考えていかねばならないことだと

思っております。そこで、お伺いしますけれども、砂川市においてはスクラップをしない、

ビルドをしているのだと。ビルド、ビルドだと。そのような理由をこの時期に、しかも人

口減著しいこの情勢の中、スクラップをしないでビルド、ビルドをしていくという、その

理由をあえて今回４、５の関係でお伺いしたいと思います。

また、４、５に関係してですけれども、部長がふえるということは、これは明らかにコ

スト増要因なのです。担当者が１人ふえたとかではないです。非常に給与の高い部長ポス

トがふえるということでありますから、先ほど理由の１つとして意思決定が迅速化される

ということ、非常に抽象的なお答えだったと思うのですけれども、コストがふえるだけの

補うような、迅速化以外に何か行政事務の効率化が図られるのか、その具体的な内容をぜ

ひお伺いしたいなと思います。４、５の関係でまとめてお伺いしたので、４、５はそのよ

うなことでお伺いしていきたいと。

それとプラス、市民ニーズのところはお答えいただいていなかったなと思うわけです。

市民ニーズの部分なのですけれども、部長がふえることがどうして市民のニーズに応える

ことになるのかなと。私はよくわからない部分がございました。実際、市民の対応という

のは窓口の担当者が行うものでありまして、部長が何人ふえようと市民の立場にはならな

いのかなと。市民ニーズということでありましたら、仮に市民ニーズはどうなのかという

調査をしたとしますと、管理職を減らして現場の人をふやしてくれませんかというのが恐

らく市民の本当のニーズではないかなと思います。市民ニーズということであれば、何の

市民ニーズに対してより一層迅速に対応できるのかなと。私も実は週末いろいろ市民の皆

さんと話す機会があって、皆さん異口同音におっしゃられます。部長をふやすぐらいなら

現場の人をふやしたらいかがですかと。ぜひ市民ニーズを把握するためにアンケートをと

ってはいかがですかと。私もそう思います。

それから、まだ４、５まとめてお伺いしますけれども、将来を見据えた効率的な行政機

構の構築についてお伺いしたいのですけれども、何度も言うとおり、人口減に対応して組

織をスリム化していくというのが当然の流れなのかなと。それは、砂川市も含め各自治体

はさまざまな努力をされているわけですけれども、その中で組織を大きくする選択。難し

い業務がふえていて担当者が足りないというのはわかりますけれども、部局をふやすとい

うのは、明らかに組織を大きくするということになります。組織をふやすということをな

ぜこの時期に選択したのかと。もう一件ですけれども、将来を見据えた効率的な組織機構
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の構築という提案説明だったと思いますけれども、部長をふやすことが将来を見据えた効

率的な組織機構の構築につながるのかということをいま一度詳しくご説明いただければと

思います。

それから、６点目の行財政改革の部分についてお伺いしていきたいと思いますが、ご存

じのように、平成に入ってから８年以降ずっと行財政改革ということで、名称はさまざま

なものがあったと思いますけれども、一貫して行財政改革を進めてきたというのが平成の

時代の流れなのかなと思います。そこで、行財政改革の流れを見ていきますと、一貫して

いたのは、組織については簡素化、効率化の流れというのが一貫していたのかなと。かつ

ての議論も見ていきますと、砂川市のような規模の自治体では、いっそのこと部を廃止し

たらどうかという議論も多々あったかなと思います。今回のような新たな部を設置すると

いうのは、平成に入ってから何十年と続けられてきた行財政改革の流れに明らかに逆行す

るのかなと思います。近隣の自治体では、先ほど私、例を挙げたところでは、部を廃止し

たところが既にございます。部の減ったところもございます。人口減少、少子化の課題と

いうのはどこの自治体も同じでありまして、その中で各自治体は知恵を絞りながら組織機

構の見直しということを不断に行ってきたわけであります。なぜそのような状況の中で、

これまでの歴史の流れを覆すのか。部を廃止するという議論ならわかります。それにもか

かわらず、なぜ部をふやすという結論に至ったのか、これまでの行財政改革との整合性に

ついて改めて伺いたいと思います。

それから、議案第２０号につきましては、データのほうをお示しいただきました。これ

については、１点目はわかりました。

それから、２点目の部分なのですけれども、私はてっきり提案説明を聞く限り、事務事

業量に見合っていないから今回の定数増を対応されたのかなと思っていたのですけれども、

事務事業量に見合っていないから今回の定数見直しを行ったのではないということで理解

していいのかを確認したいと思います。

その他細かい点については、２０号については後ほど委員会等で確認したいと思います。

まずは、初回の再質疑ということでお願いします。

〇議長 飯澤明彦君 市長。

〇市長 善岡雅文君 （登壇） 全部をお答えするわけにはいきませんけれども、私のほ

うから大きなところでお答えをしたいと。

まず、機構の関係につきましては、一昨年ですか、庁舎の建設が始まったときに、往々

にして庁舎を建ててから機構をちょすようなことをするなと。事前に問題点があるのなら

それを洗い出して、基本設計なりどこかに反映できるような段階のときに物事を考えなさ

いと。というのは、１つは、時代によって業務量は当然変わってくると。介護保険なりい

ろんな問題、または地方分権の中で国の事業がどんどん市町村におりてくると。先ほども

部長が言いましたけれども、うちの職員が多いかというと、昭和５６年、土光臨調が始ま
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るときから現業部門は全部民営化して、平成１６年には職員の削減率が日本一だと言われ

た時代もあって、職員数の削減には取り組んできたと。ただ、介護保険なり地方分権、そ

して私が市長になってからは地方創生、少子高齢化対策、定住化。全部の市町村が取り組

んだわけではないですから。少子化、定住化は。中には財政難で取り組めない。人が対応

できないというところもあると。

財政的には、私は行革を何回かくぐっておりますけれども、行革はただ落とせばいいと

いうものではないと。今ある事業が今のニーズに合っているかどうかを見直すのが本来の

行革であると。だから、建物を建てるのをだめだという考えはありません。建てるのなら

維持管理も考えて、照明とか電気を建ててからもったいないから消すようなものだったら

最初から建てるなと。使われる建物だったら経費がかかってもいいのだと。それだけ市民

が満足するのなら。行革というのは基本的にそういうものであって、単純に落とすという

のは、いわゆる三位一体なり、段階補正の削減なり、平成１０年、１１年ですか、段階補

正で１万人未満または人口の少ないところは落とすということで行革を始めたのが、私が

実際やったのですけれども、第２回目は平成１６年から１８年に三位一体改革で、砂川市

で５億円ほど交付税が削減されたと。これは地方にとっては衝撃で、夕張は潰れる。産炭

地は大変なことになったと。砂川市も、平成１９年ですか、予算を組むときに、１０億の

基金があったのですけれども、５億繰り入れすると５億しか残らないと。次年度組んだら

なくなるのでないかと。そこまで地方は追い込まれたと。

私がそのとき決めたのは、何とか経常経費を落としながら持続可能な、国が交付税をち

ょしても生き残っていくまちにしなければならないと。１０年たったら経常収支比率は、

私は何回か言っていますけれども、市の部で北海道で１位になったと。基準的な収入と支

出の差が、概算ですけれども、７億か６億ぐらいはうちは浮く計算になると。そうしたら

交付税が多少落とされても持ちこたえるだろうという計算で財政を立て直してきたと。と

ころが、ほかの市町村でそれがうまくいったかどうかといったら、ほかのまちのことは言

いたくありません。なかなか厳しい状況にあります。地方創生のときに、人もふやさない、

事業もしない、ある程度守りの姿勢でいくか、うちみたいに病院を持ちながらやっている

市町村が、人を配置してでもそれに打って出て効果を出していくか。生きるか死ぬか、そ

のまま衰退していくかの境目のときに私は、人をふやしてでも将来につながる基盤をつく

るべきだと。そして、財政力は持たせてきた。つくったきたと。

総務省はあれは間違いだったと言っていますから、あそこまで交付税を落とすことはな

いでしょうけれども、それに耐え得る基盤をつくったから私は地方創生のときに、高齢者

の見回りも、うちの職員１５名が１年半かけて全部回ってデータをつくらせた。これは人

数がいなかったらできないのです。自治法部分もふえてきている。高齢者もその対策をし

なければならない。少子化もやる。少子化を１つずつやるたびに保育所の２子目を無料に

するといったら膨大な事務量が伴う。要するに給与水準によって分かれる面倒くさい基準
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を国がとっているために、それに合わせて砂川市でやっているとかなり作業量がふえてく

るとか、現場の職員の負担はすごくふえてきていると。特に福祉のほうの、いわゆる介護

を含めて高齢者のところ、それから少子化を預かる部門というのは膨大に仕事がふえたと。

それを実施して効果を出すためには最小限の人数は必要ということでふやしてきたと。今

の市民部長の業務量というのは、かつてでは考えられないぐらい異常な状態にいると。そ

れが本当に、庁舎を建てるときにこのままでやっていっていいのかと。

それともう一つ、国民健康保険の問題があるのですけれども、国民健康保険、道に移管

するからうちは全部なくなるのかといったら、現実にはそうではなくて事務は残ると。今

総務省が言っているのは、議員もご承知だと思いますけれども、日本の医療費をどうやっ

て抑えようかと。黙っていても１兆２，０００億ずつふえていく社会保障費の中の医療費

の占める割合というのはすごく大きいと。内閣府もそうなのですけれども、総務省にげた

が預けられているのは、医療費を抑える政策を出せと。ただし財務省は、新規事業はだめ

だと。新規の事業で医療費を抑えるといったら支出が伴うから難色を示していると。総務

省が今考えているのは、国民健康保険の中でそれを差別化できないかと。私は、地方交付

税の中で医療費を削減した自治体のほうに厚く手当てしたらどうだという提案はしている

のですけれども、今考えているのは、国民健康保険の中で努力したところとか削減したと

ころの差別化はできないかということで検討しているということは、業務量もふえてくる

と。

それと、もう一つは、これは従来からあって、今までちょさなかったのだけれども、税

務課と国保の連携は、国民健康保険で密なところがあると。それを一緒にするかしないか

というのは議論の分かれるところで難しいところですけれども、私は、今の部長の業務が

こんなにひどいのだったら、分割してでも効率的にやれる方法を探せと。国保はそんな簡

単でない時代に入ってくるぞと。医療費の問題で。そういう状況があるから、それも踏ま

えて、２年前ですか、副市長に検討してくれと言って、それで中身でいろいろ検討した結

果なのだろうと。

名称のほうについては余りこだわるものでもないし、市民部が一番わかりやすければ市

民部でもいいのでしょうけれども、残念ながら中身がいろいろ、あれをつくったときとは

すごい事務量とか中身が変わってきているので、ある程度市民が見て、ここだったらいわ

ゆる保健と、保健というのは健康保険ではなくて健康のほうの保健と、保健の比重が今、

経常経費を落とすのに特定健診の率を上げながら６０まで持っていこうと。要するに北海

道のトップクラスまで持っていって経常経費を落とすようにしようと努力している最中で

すから、その努力もあるからうちの経常経費も落ちてきたというのが結果的にあるのです

けれども、そういう比重が増しているところの福祉と保健。ただ、介護まであるから、介

護も入れていったら高齢者もどうするのだとかみんな入ってくるので、ある程度長くなら

なくてというところなのだろうと。私は聞いていませんけれども、恐らく長い間事務をや
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っていると、そういうところをイメージしたのだろうと思っております。

人のためとかどうとかではなくて、今やるべきことをきちんとやろうとしたら、そうい

う体制がなかったら、係で済むのなら課長も部長も誰も要らないと。副市長も要らないか

もしれないという話にはならないわけで、職階制で、武田議員も道にいたわけですから、

道は大変な財政難で縮小、縮小ですけれども、砂川市は何とか危機的な状況は脱出しなが

らここまで、要するに私のやろうとしたのは、事業実施と財政の健全化と。だから、批判

覚悟で私は、ゴルフをやっている人には申しわけないと思った。だけれども、毎年３，０

００万、４，０００万つぎ込んでいって、最終的にその責任は誰がとるのだと。将来の人

にそんなツケは回したくないと。だから、私の時代で断ち切るという決断をしたと。

私の頭の中には、市民が見えないところでやっていても、私が出ていってまちの中でし

ゃべればいいと。そして理解してもらおうと。とにかく守るための手段をどうするかとい

うことを念頭に置いてやってきて、部長がどうのこうのとか名称がどうのこうのという問

題ではないと。枝葉に行き過ぎて細かいところを言っているのではないかと。もっと議員

さんは本質のところに行って、そこを見てもらって論議してほしいなと。名称がどうのこ

うの、部長をふやしたからおかしいのでないか、私は全然そんなことは思っていません。

〔何事か呼ぶ者あり〕

ちょっと黙ってください。ただ、しっかりわかってもらわないと、論点がそういうとこ

ろに行くと、聞いている人がそうかなと。私の聞く市民と武田議員さんの聞く市民とはど

うも違うみたいですけれども、私はそういうところを直接言いながら信頼を得てやってき

ているつもりでいます。

おおむね私の言える範疇は。あとは総務部長のほうから。もし答弁漏れで市長というの

であれば再度出たいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 それでは、私からも質疑いただいた部分をお答えしていきたい

なと思っております。

執行方針の関係は、今市長からも話があったかなと思うのですけれども、組織が変わる

ことが重要でないということではないですし、ただ、市政執行方針、３０年度の市政を行

う上で、ありとあらゆる事務事業をやっていきます。新しい事業もやっていきますという

中では、ここまでは執行方針には触れなくてもというところの判断があったということで

のご理解をお願いしたいと思います。

それから、機構見直しの経過です。これも今ほど市長がおっしゃいましたけれども、ト

ップダウンという言い方はよしあしあるかもしれません。ただ、指示があって、それをど

う考えるかというのは下の者の務めでございまして、長い時間かかる部分もあります。そ

れから、まさに市民部の事務事業が多くなってきている。これも市長が触れておりました

けれども、そういう中で、どういう方法がいいのかというところを十分検討した中で、機
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構等を所管しているのは総務部でございますので、総務部内、総務課を含めて部内で検討

しながら、結論として今回出させていただいた市民部の分割と税務課の総務部からの市民

部への移動ということでございますので、その辺もぱっと考えてやったということではな

いという部分はご理解をいただきたいなと思います。

それから、名称の関係です。名称の件、いろいろご意見、当然あると思います。他の市

町村で保健福祉部があって、それを所管している福祉事務所と言われる福祉六法を担当す

る福祉事務所、それから高齢者等々をやる部分などが保健福祉部、それから健康センター

等々が多く保健福祉部の所管になっているところがあります。他の市町村でそれをやられ

ているというのは、それを市民に向けて部制をしいているわけですから、そこのまちの市

民にとって保健福祉部という名称を使い続けているということは、一定程度理解がされて

いるのだろうと思います。砂川市における保健福祉部というのは、今までとったことはご

ざいません。ただ、市民部を分ける中で、市民部ともう一つ、福祉事務所とプラスアルフ

ァの部分の名称を考えたときには、市民部と保健福祉部という分け方が最も、今の段階で

はいいのではないか。

昔の話、平成１０年当時のお話もしておりましたけれども、市民福祉部が市民部に変わ

った経過というのは、福祉の部分がなくなったわけではなくて、数多くあった。介護保険

もふえた。そんな中で、市民福祉部というくくりがいいのか、ただ長いだけでないかとい

う論議もあったように聞いております。それで、すっきりとした市民部にしようと。ただ、

市民部にすると、市民に関する部であればどこからどこまでやるのだという議論もありま

したけれども、二文字の部のほうがすっきりするだろうという論議もあったように聞いて

いるところでございます。今回の名称については、はたから見てわかりやすくなっている

のではないかという提案側としての思いでありますので、その辺はご理解いただきたいな

と思っております。

それから、ワンフロア化の話が突然出てきたというお話がありましたけれども、これも

今ほど質疑があったので、今後も含めて、部、課、係の部分も含めてワンフロア化の話も

あるので、これから必要な部分がありますよということで、ワンフロア化ありきで機構の

見直しをしたわけではなくて、今後の部分も含めてワンフロア化もあるので、この後組織

については、部は今、当然改正させてもらいますけれども、課、係についてはこの後も随

時見直しはしていかなければならないという思いで答弁をさせていただいたところでござ

います。

それから、スクラップ・アンド・ビルドのお話がありました。平成１０年からいろいろ

行政事務が変わってきている部分もあります。平成１６年、１９年の行革もあります。た

だ、そのときそのときに応じた時代背景をもって業務を増減しておりますし、企業立地推

進室という部署があったところを一定程度整理したこともございます。それはスクラップ

の部分だと思いますけれども、ただ、部をなくしたからといってその仕事をなくしたわけ
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ではございません。企業立地推進室に関していえば、企業立地というものを、企業誘致は

難しいですけれども、今も実際続けているところでございますので、あの部はなくなって

も事業は進んでおります。

今回、部がふえた部分についても、１つの部がふえて、何十人も１つの部で事業を新し

くするのだというところではなくて、１つあった部を分けて、風通しがいいと言うと風通

しが悪かったのかと言われるのであれですけれども、部長に進言する部分の幅が狭くなっ

て、判断もつきやすい。これは市民サービスにも当然つながってくるものだと思います。

１つの事案に対していかに処理をしていくかというところで、窓口で処理している部分は

窓口で、人数が多ければいいですけれども、それだけが仕事ではございませんので、長期

的な視野、それから今現在やっている事業はどうなのかというところを判断するのも部長

の立場ではしていかなければならないというところで、非常に広範囲な判断をしなければ

ならないとすれば、後々は市民サービスの低下にもつながるかもしれませんので、そんな

部分では、先々そういう適正な人員配置をすることが市民サービスの向上にもつながるの

ではないかと思っております。コスト増については当然、定数にもかかわりますけれども、

人がふえると全体的な人件費というのは上がってしまいますけれども、それ以上にこの機

構のままではという問題意識の中での発案でございますので、その辺はご理解を頂戴した

いなと思っております。

それから、行政改革の部分でも将来を見据えての効率化というお話をずっとしているは

ずだがということだったと思うのですけれども、これも先ほど話をさせてもらいましたけ

れども、組織機構、市長の直近の部署については条例改正でございますけれども、それ以

下の課、係については規則等々での改正になっております。当然、そのときそのときに応

じて課を廃止、先日でいえば庁舎推進の課を新たにつくったという、それは目的があって

つくりました。それから、係を新たにつくる。今回、建築のほうに住生活の支援をする係

をつくりました。それはまさに新たな部分を、今までやっていた係から飛びはねて、飛び

出して専門的にやっていきましょうよということの毎年毎年の事務事業の要件に基づいて

機構を見直してきているわけでございますから、これは行革があるからということではな

く、ずっと続いていることということでご理解を頂戴したいなと思っております。

それから、定数の関係でございます。定数のほうについては、数少ない中での数字で今

までもやっていますし、これからも考え方は変わらないと思います。一過性の時間外とい

うのは当然ある部分があるのでやむを得ないところもありますけれども、新しい事業、新

しく国から権限移譲があって業務がふえてきたというところは、長期的に人数が足りない

部分については今までも配置してきていますし、それが定数増の原因にもなっております。

また、実際その事業が終われば、その分の職員数というのは減っていくものでございます

ので、その辺の、例えばですけれども、庁舎建設、今４人でやっておりますけれども、庁

舎建設が終わった後には当然その部分というのは管理業務を除けば必要なくなるわけです
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から、それはその時点で職員の数は減っていきますので、職員の数についていえばまさに

スクラップ・アンド・ビルドということで、事務事業に応じながら増減させているという

のが実情でありますので、その辺もご理解を頂戴したいなと思います。

もし答弁漏れがあれば、指摘いただければと思います。よろしくお願いします。

〇議長 飯澤明彦君 武田真議員の３回目の総括質疑は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午前１０時５７分

再開 午前１１時０６分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

武田真議員。

〇武田 真議員 それでは、今ほど市長のほうから過去の経過を含めて大きな話を伺った

わけですけれども、私は仕事柄、細かいことをお伺いしていこうかなと思いますが、まず

市政執行方針ということでありますけれども、先ほどの市長のご説明によりますと、将来

を見据えた組織機構が将来的にはあるようなご答弁だったのかなと思いますが、そうであ

るならばなおさら市政執行方針に市長のグランドデザインを本来記載すべきだったのかな

ということを感じております。それは市長なりが判断すべきことなので私が言うべきこと

ではないかもしれませんが、先ほどのご答弁をお伺いしている限り、大まかな将来構想の

一端だということであれば、そのスタートである今般の部の再編、本来は載せるべきでは

なかったのかなと思っております。

続きまして、項目が多岐にわたって、私もなかなか整理が難しいのですけれども、検討

経過ということでお伺いしたところで、先ほどワンフロアの話が何度か出たと思うのです

が、どうも聞いている限り、部長のご答弁と市長のご答弁がうまくかみ合っていないのか

なという印象を受けております。市長は、将来に向けて確実にそれを実現するのだという

ことで今回の発議といいますか、検討を指示したというお話でありましたが、一方、部長

の答弁では、そんなことは今すぐやらなくていいのだという、私の言い方が悪いかもしれ

ませんけれども、私はそういう印象、言葉は正確ではないかもしれませんが、今すぐ実行

すべきではないというご答弁であったかと思いますけれども、その辺の整合性について、

検討経過について改めてお伺いしていきたいなと思います。

３点目の保健福祉部の話の名称については、これは幾ら話しても平行線になっていくし

かないので、いずれにしても今回の名称変更で受けた考え方では結局議論が不十分なのか

なと。保健福祉部がベストだという認識は確かに行政側からの認識かもしれませんけれど

も、利用している市民からしてみれば、今までこうしていたのにどうしてこうなったのだ

というのは当然出てくるわけですから、その辺、上から目線の機構改革と捉えております、

今回は。名称にしても、私たちがいいと思うからこうなのだというものが、そういう意図

があるかどうか、ある、なしといえばないということだと思いますが、私からしてみれば、
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こういった部分の名称変更の部分、一体市民の目線はどこにあったのかなということが非

常に気になりまして、そういうことはないと言うとは思いますけれども、名称ありき、市

役所決定の名称ではないかと思うので、その辺の考え方を改めてお伺いしたいと思います。

４点、５点はいろいろ論点が交錯してきてしまいましたが、具体的な効率化の部分では、

ワンフロアの話ともダブるところですけれども、事務の効率化というのを考えていくと、

先ほどの市長のご答弁で社会福祉関係の業務が非常にふえてきたというのは、それは私た

ちも当然認識しているところであります。そういうことというのは各自治体共通した悩み

だと私も認識しております。そこで、他の自治体の状況等はどうなっているのかと見てい

きますと、組織ありきとは言いませんけれども、わかりやすい例では例えば子ども未来課

という子育て支援専門のセクションをつくるとか、そういったわかりやすい形での市民ニ

ーズへの対応ということがなされている自治体が最近はふえてきているかなと思っており

ます。そうであるならば、私は別に現状に対応するための組織体制見直しは絶対許さない

というわけではありません。誤解なきようにいえば。結論として部の再編が必要になるの

だということは当然だと思っております。

その議論の過程、プロセスなのですけれども、現状の事務事業を見直していくと。それ

で、例えば現状の課、係の体制が現状に対応していないのだという議論であれば、私であ

ればそういった場合の組織機構の見直しはどうあるべきか。他自治体の状況のように、子

育て支援専門の対応課をつくる、それは政策と組織というのが一致して、わかりやすい展

開だと思います。今回の組織と施策の展開はわかりやすいのかといえば、決してそうは見

えないのです。一見して、ただ単に部を分割して、課を入れかえしていると。事務事業に

ついては一体どこを見直したのかというのが私にはわからなかったのです。今回の改正に

従って事務事業を実際見直したのか、今回の再編に当たって課単位、係単位の業務内容も

具体的にどのように見直したのかというのをお伺いしていきたいというのと、また話は戻

ってしまうのですけれども、課単位での仕事レベルは見直さなかったのかというのと、そ

もそもなのですけれども、市長の考える将来のグランドデザインといいますか、将来構想

をお伺いしている限り、別に部にこだわる必要はないのかなとさえ思うわけです。

他の自治体でもありますけれども、副市長を２人置いてフラット化するというのでさえ

目的をかなえるための手段としてはあるわけですから、あくまでも政策実行のための手段

にすぎないと。組織というのはその程度のものだと。このような言い方がいいか悪いかは

別ですけれども、実行のための実行部隊、組織というのはあくまでもその柱となる背後に

ある戦略を実行するための手段にすぎないと思っておりまして、それが部であるのか課で

あるのかグループ制なのかといういろんな議論がある中で、それをどう選択していくかと

いうことになっていくと思います。せっかく市長が大きなグランドデザインを示していた

だいたわけですから、本来であればそのような課とか部とか枝葉末節な話ではなくて、も

っと大きな話でもいいのかなと。私は、提案説明をぼんと受けたときに、一見して、ただ
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単に部をふやしているだけにしか見えなかったと。当然前提で、事前の相談がなかったと

言っては言い方が正しいかどうかわかりませんけれども、それを検討する余地がなかった

わけです。我々には。結論しか出ていない。部ができます、どうぞよろしくお願いします

と言われても私たちは困惑するというわけで、背後のグランドデザイン等が見えない限り、

ただ単に部をふやしただけだと。頭でっかちの組織がふえているのだと。

先ほど市長のほうから武田真の話している市民は云々という話がありましたけれども、

それは市民には多様な考え方があるということで、市長を全面的に支援するという市民だ

けではなくて、市内には多様なご意見があるということで、私、直接、週末、意識の高い

市民と話す機会があったわけですけれども、必ず出てくる言葉は、まず人口減少している

と。その中で人をふやすと。定数の話はしませんけれども、部長ポストがふえると。それ

が本当に正しいことなのかと。多くの市民にとっては、これまでの行財政改革の流れとい

うのが印象に残っているのだと思いました。非常に厳しい状況であったと。さまざまな補

助金等減らされて、苦しい中でここまで来たのだという状況があるわけですから、その前

提を踏まえて今般のこのような話が突如出されると、どういうことなのですか、武田真さ

んと。今まで市民の皆さんはいろいろ我慢してきたと。にもかかわらずここに来て、私の

言葉ではないので議会の品位を侵すかもしれませんけれども、これは単なる市役所内のお

手盛りではないかということも直接言われまして、私も反応に苦慮するということも週末

に実際ございました。

市民の多様な意見もありますし、今般のような頭出しの仕方をされますと、市長が幾ら

これまでの経過等をご説明いただき、将来的なワンフロア化向けのグランドデザイン等が

あるのだということをおっしゃられましても、市政執行方針には何も書かれていませんし、

言葉だけ、文章だけ見ていけば議案第１６号、２０号ということで出てくる中で判断する

しかないですから、多くのこれまでの経過をよく知る意識の高い市民にとってみると、そ

れは単なる、ちょっと景気がよくなったから内部でお手盛りしているのだろうという批判

があってもしかるべきなのかなと。そういった市民感覚、市民感情は無視するべきではな

いと。我々議員は常日ごろ市民と接しているわけですから、直接そのような言葉を受ける

機会が多々ございます。たまたまきのう、週末ということで時間があって、いろんな人と

会う機会があったわけですから、意見を伺う機会があったわけですけれども、直接的に我

々議員にはそのような形で言葉がぶつけられるわけであります。それが恐らく市民感覚、

市民感情ではないかなと思います。

ですから、それは市長が言う武田真議員の市民が云々という話にも関係するかもしれま

せんけれども、多様な市民の意見がある中で、どのような機構改革もそうですけれども、

最終的にはどのような機構改革、行政改革も、市民の立場、市民の視点に立ったものでな

ければどのような改革も正当性が得られないと認識しております。どんなに将来こういう

ことを考えている、グランドデザインがあるのだと言われましても、直感的に納得できな
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いということになると正当性に欠ける議論になっていくのかなと。最終的には、何度も言

うとおり、市民の立場、市民の視点に立った機構改革。ちょっと戻ってしまいますけれど

も、私が名称変更にこだわるのはそこの部分にもありまして、私たち行政がいいと思って、

よかれと思ってこうやっているのだというのは、それは市民にも直接伝わりますから。市

民も直感でわかります。そういうことは。上から目線で傲慢なやり方でないかということ

は、それは市民の皆さんは直感で反応するわけでございます。

そして、今般の機構改革全般についていろんな理由等をご説明いただいたわけですけれ

ども、最終的な市民感情、市民の視点、これまでの厳しい経過の中であった市民の感覚と

いうのは重要にしていきたいなという認識でありまして、そこは市長と議員の立場の違い

なのかなと思いますけれども、取りとめのない議論になった部分もありますけれども、そ

の辺の部分の市政執行方針と市民感覚の部分ですか、あとは部、課、係単位の見直しはし

なかったのかという点になるのかなと思いますが、最後の質疑といたします。

〇議長 飯澤明彦君 市長。

〇市長 善岡雅文君 それでは、何点か私のほうから。

私も事務から上がって長いものですから、感覚的には介護のほうの古いところの事業は

何年も前から進んでいると。税務課が移行しただけで、個々の問題とかはいろいろありま

す。でも、政策的な意図とすぐ結びつかないものだから、新しい部をつくって、市長の思

い入れでこんな政策をするのだというのだったら書くけれども、この分野で書くのだろう

かということは私は思っていました。ただ、きょうのいろんな質疑をしている中で、そう

であっても国保の問題とかいろんな課題があるということをある程度書き込むことは、確

定ではないけれども、今そういう動きがあると。だからこうするのだというのは書き込ん

でもよかったのかなと思っております。後の話で遅いのですけれども、それはやりとりの

中でそういう手もあるのだなと思ったところでもございます。

それから、細かい話ですけれども、子育て支援課の話は、三、四年前に私、一括してで

きないのかと検討したことがあるのですけれども、どうも文科省と厚生労働省の縦の系列

があって、それをやってしまうとかえって人がふえるということがあって、よほどまちの

規模が大きいかよほど小さいとできるのですけれども、中途半端だとかえって難しい面が

あって、一回断念したことがございます。ただそれは、だからといってやめたわけではな

くて、常に検討していかないといけない事項。本当は１カ所にしたほうが効率的で、市民

からもわかりやすくて、一体で管理できるのですけれども、なかなか人のほうがふえてし

まうという縦割り行政の変なところがございまして諦めた経過がありますけれども、また

それらも踏まえて今後とも考えていかないとならないかなと。

ただ、武田議員さんにわかってほしいのは、ほかのまちのことは私どうしても言えない

のだけれども、金がないために負のスパイラルにどんどん落ちていって、人はふやせられ

ない、新しい事業が来てもやり切れない、金も人もいないというところに落ち込んでいく
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のを私は一番恐れています。だから、財政を何とか１０年かけて、もたせるのだという思

いで１９年から２９年にかけてここまで持ってきて、ある程度やれるようにしたと。負の

スパイラルに落ちないためにはある程度、地方創生で国の金が来ている間、また単費をつ

ぎ込んででも、人が多少ふえたとしてもやるべきときにやって、しっかり将来に足場を残

していく、今がその時期だと私は踏んでいますので思い切ってしましたけれども、人がそ

のまま推移するかどうかは、そのときの財政状況とにらみ合わせながらまた考えていかな

ければならないだろうというところはご理解をいただきたいなと思います。

〇議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 執行方針のほうは、今ほど市長からお話があったとおりでござ

います。

課の見直しも今市長が触れておりましたけれども、１回目の答弁からお話ししていると

おり、課、係、不断の見直しをずっと続けているところでございます。今回の条例につい

ては部の分割というのがメーンでございまして、市民部は市民部で残りますけれども、市

民部の中から保健福祉に関する部分について保健福祉部という新たな部をつくりますとい

う条例でございますので、その辺はご理解を頂戴したいなと思います。

名称について、１回目の質問、答弁漏れだと思います。アンケートをしたらいいのでは

ないかというお話がありましたけれども、アンケートをする、しないについては物による

と思いますけれども、組織の名称でアンケートをするというのは、行政側からすれば少し

恥ずかしいアンケートになってしまいそうな気もしますので、この辺は内部で他のまち等

々の状況を考えながら出たものでありまして、上から目線と言われるのは非常に困るので

すけれども、決してそんな上から目線をしているわけでございませんし、福祉、保健に対

する部分として１つの名称として選択したのが今の名称でございます。

それから、こうなったプロセスの部分も先ほど２回目で市長が話していたとおりです。

市長から話があって、総務部内で検討しながら進めてきたところでございます。全部のと

ころで準備段階から話をするとまとまるものもまとまりませんので、機構を担当する総務

部内で、どういう方向がいいだろうか、そして今現状対象となっている部、課については

どうだろうかという意見を伺いながら、総体の成案として今回拾ったものでございます。

課、係についてもその際いろんなお話をいただいておりますけれども、今回については部

の分割というところをメーンで取り上げさせていただいたということでございます。

〇議長 飯澤明彦君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 （登壇） それでは、議案第２８号、砂川市企業振興促進条例について

大きく３点ほど総括質疑を行います。

初めに、１点目は、今回の条例改正に伴い植物工場も助成対象に含めるということにな

り、新たな経済的投資を促すきっかけの１つになるものと考えます。植物工場については、

大型植物工場について経営的伏線もあるように伺っていますが、最近では課題であった物
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流の改善や技術革新によるコストの低減などにより、中小規模の植物工場については年々

増加傾向にあることに加え、早い段階より北海道や民間金融機関も植物工場への投資を促

し、積極的拡大に取り組んでいます。それらを考えるならば、今回の条例の一部改正に当

たって、植物工場投資への機運を高めるためにも、外部機関との連携をどのように考えて

いるのか。

２点目に、条例の改正により助成制度を創設したことが広く市内外の企業に浸透して助

成制度を利活用した植物工場が市内に建設されるためにも、幅広くＰＲしていくことが大

切であると考えます。植物工場は、計画的生産に加え、天候不順による作物への影響が少

ないことなどを考えると、従前からの企業誘致に加えて、今後の企業誘致活動の中でも可

能性を十二分に秘めているものです。条例の改正後には積極的に市内外へのＰＲ活動に取

り組んでいかなければならないと考えますが、対外的なＰＲ活動に加えて、市内における

経済活動の活性化に寄与させるための方策についてどのように考えているのか。

３点目に、今回の条例改正においては新しい助成として植物工場を対象に加えています

が、最近では大きな技術革新により、屋内において淡水魚、海水魚の陸上養殖施設を建設

し、内陸においても水産資源の生産が可能となっている例も全国的に見受けられます。水

産資源の確保は世界的な課題にもなっており、もしこれらの確保についても市内で産業化

できるのであれば、全く新たな企業振興と捉えることも可能です。現実に海から遠く離れ

た内陸においても例えばエビやカレイ、トラフグ、マグロなどといったものが養殖できる

施設が稼働しており、商業的に出荷されている例があります。今回条例の改正を行うので

あれば、そういった施設ができるかどうかの別は他の企業や産業についても同じものです

から、陸上養殖施設についても助成対象に含めることも考えるべきではなかったのかと考

えますが、市の内部では協議、検討されていたのかについて伺います。

次に、議案第２９号、砂川市中小企業等振興条例について３点ほど総括質疑を行います。

初めに、今回の条例改正に伴う助成については、従前より継続的な創業に向けての相談

を受けることや創業にかかわる知識がある者が対象となるとされています。助成を受ける

前段階として創業にかかわる知識を十分に得てもらうためには、助成を受けようとする方

の自助だけではなく、行政としてもそのためのバックアップなどの体制については考えて

いかなければならないと考えますが、今条例の改正を機に、それらを従前以上に充実した

サポート体制をとることができているのか、またどう考えるのか。

２点目に、創業者の販路拡大事業や売り上げ拡大事業に対する助成が今回の条例改正で

は盛り込まれていますが、市内経済活動の活性化には、これからの創業者だけではなく、

既存市内企業の活性化についても同じように考える部分が存在すると考えます。条例の文

言だけを見ると、この条例によって助成を受ける創業者のみが販路拡大や売り上げ拡大事

業に伴って受けられる助成について、既存企業に対する助成との関係において、そのバラ

ンスについてはどのように考えているのか。
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３点目について、この助成制度が創設されたことに伴って、この助成制度が十分に利活

用されるためにも、対外的な周知、ＰＲ活動について現在のところどのように広めていこ

うと考えているのか。

以上のことを伺いまして、演壇からの初回の質疑といたします。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 （登壇） 私から議案第２８号、砂川市企業振興促進条例、議

案第２９号、砂川市中小企業等振興条例について順次ご答弁させていただきます。

初めに、議案第２８号、砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例についてでござ

いますが、初めに北海道や金融機関との連携についてでありますが、北海道では北海道産

業振興条例に基づく企業立地の促進を図る市町村連携促進分野として植物工場を対象業種

としております。助成の条件として市町村が行う立地助成措置の対象であることとしてお

り、砂川市企業振興促進条例での助成との重複助成も可能であることから、北海道の担当

部局との情報共有を図ってまいりたいと考えております。また、金融機関においても植物

工場に関係する企業等とのつながりも考えられることから、制度の周知への協力や情報提

供について依頼するなど、より緊密な連携を図ってまいりたいと考えているところであり

ます。

続きまして、ＰＲによる市内経済活動の活性化についてでありますが、平成３０年度に

おいて企業誘致にかかわる助成制度のパンフレットの策定を予定しているほか、市のホー

ムページにて業種の拡大について掲載する際、道の制度と関連づけて、さらに有利な条件

で立地が可能であることをＰＲしてまいりたいと考えているところであります。また、工

業団地を視察した企業の中には植物工場の運営にかかわっている企業もあることから、訪

問等を行う中で誘致活動を行うとともに、その他の植物工場を現に運営する企業の情報収

集を行い、当該企業へは市の助成制度の周知を図り企業誘致に結びつけることで、市内経

済活動の活性化を目指してまいりたいと考えているところであります。

続きまして、魚類の養殖施設を対象に含めるべきではなかったのかについてであります

が、近年魚類の養殖施設を内陸部に建設し生産を行っている事例がございますが、技術面

や経済面、施設建設の適地の有無や受け入れの体制が確保できているのかなど、市といた

しましても未知の部分が多く、また企業立地のニーズがあるのかなど、今後調査研究が必

要な分野であるものと考えております。今回は植物工場施設を対象に加えたところであり

ますが、魚類の養殖施設につきましても、砂川市に誘致が可能で、経済的効果が高いと判

断された場合につきましては、対象施設に含めることを検討してまいりたいと考えている

ところであります。

次に、議案第２９号、砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例について、初め

に創業者へのバックアップ体制についてでありますが、今回の条例改正においては、特定

創業支援事業として実施する事業に出席し知識を習得するとともに、砂川市創業支援事業
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計画に基づく継続的な相談を通じて、市が創業に係る知識を習得したと認定した者を対象

としております。創業者へのバックアップ体制といたしまして、創業支援事業計画に基づ

いて商工会議所、金融協会、新砂川農業協同組合、商店会連合会、中小基盤整備機構、市

が連携しながら行っていくこととしており、現在においても十分そのバックアップ体制が

確保されているものと考えているところでございますが、北海道よろず相談支援拠点など、

創業者にとって必要な相談機関等があれば、さらなる連携を図り、体制の充実に努めてま

いりたいと考えているところであります。

次に、創業支援に対する助成と既存企業に対する助成のバランスについてでありますが、

今回の条例改正における創業者への助成に関しましては、創業後の販路拡大や売り上げ拡

大への悩みを解消し、持続可能な経営に結びつけるよう支援することを目的としておりま

す。既存の事業者への販路拡大等に関する助成に関しましては、砂川市中小企業等振興条

例に基づき、地場産品の研究及び新製品の開発事業に対し５０万円を限度として費用の１

００分の５０以内を助成する制度や、運転資金、設備資金に対する融資のあっせんや信用

保証料、利子の補給などがございます。また、北海道よろず相談支援拠点による専門家に

よる相談なども行われており、創業者も既存の事業者も持続可能な経営になるよう、既存

の制度の中で継続的な支援が図られているものと考えているところであります。

次に、周知、ＰＲ活動についてでありますが、創業者への助成制度の創設につきまして

は、市のホームページに掲載するとともに、昨年９月から１２月にかけて商工会議所が主

催し実施した創業セミナーへの参加者へは直接説明を行う予定でおります。また、市の助

成制度につきましては、既存の事業者を含め周知が図られるよう、商工会議所や各金融機

関と引き続き連携し、助成制度のＰＲを図ってまいりたいと思っております。

〇議長 飯澤明彦君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 この後予算審査特別委員会もありますので、総括質疑は大まかな観点か

らお伺いをしたいと思います。

まず、議案第２８号でありますけれども、今ほど答弁をいただきまして、他の市以外の

機関との情報共有等、連携を図っていきたいということなのですけれども、今回せっかく

植物工場を条例の中に入れていただいたというのは非常に大きな意味合いがあったのかな

と思っております。というのは、少し時期はさかのぼるのですけれども、名称を出しても

いいと思いますが、民間の金融機関というのは北海道銀行さんのほうですけれども、北海

道銀行さんのほうで、北海道内の植物工場の進出だけではなく、地理的な環境から考える

と、ロシアの極東地域あるいはサハリンにおいても事務所を開設して、植物工場の後押し

をしていると。これは、道経連の前々会長になるのですかね、前会長になるのですかね、

北海道電力の会長も務めた近藤龍夫さんが特に植物工場に関しては力を入れていて、その

話に興味を持ち、北海道としても力を入れていかなければならないといって北海道の産業

振興条例の中にもこれを入れたのが今の高橋はるみ知事であります。
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ですので、北海道としても、これだけ天候が不順になったり、冬期間は食料の安定基地

といいながらも、札幌なんかを見ると食料の一大消費地に変わっている。それが植物工場

で生産できることになると当然、九州や道外から来る、あるいは世界各国から来る葉物野

菜ですとかそういったもののコストを下げることは、消費者の生活にも寄与するわけであ

ります。ですので、草創期と言うと語弊があるかもしれませんけれども、草創期から随分

と時間がたってきて、さまざまな角度からいろんな技術が検証されたりコストが検証され

てきて、ようやく商業化ベースに乗ってくるといったところの話も聞いておりますから、

道も今の知事がまさに肝いりで一生懸命やっていることでありますし、北海道を代表する

金融機関である北海道銀行さんのほうでも、そういう活動を北海道内だけにとどまらず外

国ともやっていこうといった機運を高めているところもありますので、先ほどは情報の共

有を図ってまいりたいということもありましたけれども、それだけではなくて、今北海道

内では、北海道大学のほうでもそうですし、北海道の経済産業局のほうでもそうですけれ

ども、いろいろな植物工場に関するセミナーといったものを開催しております。ですので、

情報共有を図るのであれば、市民の皆さんや事業者の皆さんに単に周知するだけではなく、

まずは市の担当者がそういったところに出てしっかりと最新の情報や知識を把握しなけれ

ば、事業者さんや植物工場を考えている方にお知らせすることはできないわけであります

から、そういった取り組みも、条例をつくって終わりではなくて、そして市民の皆さんに

お知らせをして終わりではなくて、職員みずから研さんしていこうという気構えを持って

いただきたいと思いますけれども、その辺についてはいかがお考えになるのかお伺いをし

たいと思います。

それから２点目に、今までも一生懸命市の担当者の方が企業誘致に取り組んでいらっし

ゃるという姿は、先ほど答弁に出てこられた経済部長、さらには市長、副市長を先頭にと

いうのはよく拝見しているのですけれども、こういう時代ですから、企業さんと会ってお

話をするところまではできても、いざ砂川に新しい業種の工場を建てようかとか、あるい

は支店を出そうかとか、または本社を移そうかということになってくると、営利企業です

から、企業は利潤を追求して、従業員の生活を守っていかなければならないということも

あるので、なかなかこちらの行政の言い分だけでは話は聞いてもらえないところがありま

す。

しかしながら、先ほどの１点目の質疑にも関係しますけれども、そういって市だけでは

なく、いろんな金融機関や北海道という広域的な自治体も力を入れて支援をしている中に

あっては、また冬の北海道の特殊性を考えるのであれば、これは今後大きなビジネスチャ

ンスになる可能性は出てくると。そういったところも、道外の企業に回られたときには、

砂川市だけではなく、砂川市の周りには応援してくれる金融機関や行政組織があるといっ

たことも一緒にセットになって周知活動を続けていくことが必要であると思いますし、今

まで回ってきた企業で、その企業さんがやっていらっしゃる業態だけではなく、植物工場
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というのはあらゆる業種の方が異業種参入という形で入っている例もありますので、そう

いった取り組みも紹介するとかして、すぐにはもちろん物事が動くとは思っておりません

けれども、最後は人と人との顔つなぎと、何回も足繁く通って、そしてその会社の考え方

が変われば、あるいは制度の充実や、その先にはもっとビジネスチャンスが広がるのだと

いうことであれば、一番最初にというか、長い間人間関係を構築してくると、砂川の地を

ほかのライバルの地ではなく選んでもらえる可能性も出てきますので、今後の企業誘致に

は、せっかく条例を改正して、こういった１つの新しい施設が入ってきたわけであります

から、そういった取り組みもやってきたのだというＰＲもしていっていただきたいと思う

のですけれども、その点についてのお考えをお伺いしたいと思います。

それから３点目に、養殖工場なのですけれども、道内では冬のハンディがあって、まだ

大きくは見られていないのですが、さりとて水産資源が枯渇しかかっていて、世界的に例

えばクロマグロですとかエビですとかそういったものが日本国内、世界的には獲得競争に

入っていて、日本の食卓、消費者の家計にも影響を及ぼしているというのは、これは事実

でありますので、これから養殖工場がもっともっと技術革新をしてコストを下げていけば、

内陸であっても海水魚であっても淡水魚であっても生産することが可能になる。それはひ

いては、新規に砂川の産品につながる可能性がある。

２年前でしたか、私は岡山のほうに政務活動費を使って行政視察に行ってまいりました

けれども、岡山理科大学というところでは好適環境水という水を使って、その水で淡水魚、

海水魚を屋内で養殖できると。実際にエビを養殖して市場にも出荷しておりますけれども、

そういった研究がどんどん、どんどん実用化されてくると、北海道の内陸部であってもそ

ういった水産業を起こせる可能性もあると。現実に視察に行ったときにお話をお伺いする

と、全国の山合いの自治体、海のない自治体から問い合わせがあって、担当者の方がぜひ

岡山理科大学の先生に来て講演をしてほしいと。この近隣では三笠市が３回、４回と足繁

く通って、実際に三笠市に来ていただいたこともあるという話を聞いております。

最初から可能性を排除ありきでは物事は進んでいかないわけでありますから、草創期は

確かに行政で税金を支出するとなれば慎重に考えないといけないということは重々承知し

ておりますので、その辺も、近隣の自治体がそういう動きをしているのであれば、これか

ら調査研究をするということでありましたので、ぜひともそういう民間の研究機関や公的

な研究機関等のほうにも訪問しつつ情報収集をして、環境が整えば今回の助成条例の対象

の中に植物工場と同じように加えていただきたいと思うのですけれども、調査研究という

抽象的な答弁はいただいたのですが、そういう研究機関に対する訪問活動といったことも

考えていくべきではないのかなと思いますので、この点について再質疑としてお伺いをし

たいと思います。

それから、議案第２９号でありますけれども、これについては特定創業支援ということ

で今回新しく制度ができて入ってきたものでありますから、そのサポート体制については、
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今でも十分バックアップ体制をしていると。いろんな諸機関と連携しながらと。それは聞

いて安心しました。一方で、サポートする側とサポートを受ける側の認識のずれがあって

は困るのですけれども、サポートしている側は十分にサポートしているつもりであったと

しても、サポートを受けている側が十分にサポートを受けていないという感じになっても

困るので、その辺は今のサポート体制をしっかりとやっていただきながらも、そのサポー

ト体制を利用されている方に、本当に困っていることはないのかということとか、あるい

はいろいろとサポートしている機関同士の中で今後のサポート体制のあり方とか、本当に

今までのやり方でいいのかどうかといったことも、そんな頻繁にやる必要はありませんけ

れども、１年、２年たってから１回ぐらいはそういう自省をするというか、皆さんの中で

見つめ合ってもらう機会といったものをつくっていかないと、だんだんそれがマンネリ化

しても困りますので、そういったことも考えていただきたいと思うのですけれども、その

点についてどのようにお考えになるのかお伺いしたいと思います。

それから、２点目の今回助成が出る方と今の既存市内企業で頑張っていらっしゃる方に

対する助成の部分ですけれども、考え方はわかりました。条例を見る限り、そうなのだろ

うなということは私もわかっているのですが、一方で市内の企業の方も、今こういう苦し

い状況にありながら一生懸命経済活動をして、広い意味でいえば市を支えているわけであ

ります。ですので、新しい助成制度の中には入ってこないということがあっても、何かこ

この部分も新しい人だけが得をしているイメージにならないように、その辺は既存の市内

企業の方へも従来ある制度の紹介は必要でしょうし、あるいは既存の市内企業の方が何か

困られて相談に乗ったときには、今でもそうでしょうとは思いますけれども、より一層親

身に相談に乗ってあげていただきたいなと思っております。ここは意見で終わります。

それから最後に、３点目ですけれども、周知、ＰＲ活動についてですけれども、これも、

通常の言い方でいえば、ありきたりの今考え得ることを全て取り組まれていらっしゃるの

で、これに付言することはないのですけれども、ただ、我々議員もこういう議会の場を通

じて行政の考え方を伺うということは以前も別の場所でお話ししたことでありますし、我

々も市の施策については、賛成できるものであれば広報マン、宣伝マンとなって市民の皆

さん方にお知らせをしていくことも必要かなと思っておりますし、自分の職責だけをやっ

ていればいいのだという時代ではないのかなと思っております。

より専門性が高いものに関しては、担当する部署の方がしっかりと説明をしなければな

らない、周知をしなければならないということになろうかと思いますけれども、仮に自分

の担当ではないところの相談があったとしても、それはしっかり経済部に橋渡ししてもら

える、そういったことも庁内の中で連携してほしいと思いますし、特に経済部の今の部長

さんにしても課長さんにしてもフットワークが軽くて、まちの中にはよく出ていく機会も

ありますので、そういったこともしてほしいと思いますし、これは本来的な任務ではない

かもしれませんけれども、観光という面で限っていえば、今地域おこし協力隊の方も入っ
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ていらっしゃると。そういった方も商店街の方と会う機会というのはあるわけですから、

制度の詳しいことはわからなくても、こういう制度ができたよということをしっかりと、

そういった方にも広報マンになっていただいて広めていただいて、その中で相談業務は商

工会議所ですとか市のほうに来ていただいてもいいですとか、先ほど述べられたいろんな

機関の中で相談を受けられるということを周知していただくというのも１つの方策なのか

なと思うのですけれども、この点についてどのようにお考えになるのか、再質疑としてお

伺いしたいと思います。

２つの条例について５点ほど再質疑としてお伺いしたいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 武田圭介議員の２回目の総括質疑に対する答弁は休憩後に行います。

午後１時まで休憩します。

休憩 午前１１時４９分

再開 午後 ０時５９分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

武田圭介議員の２回目の総括質疑に対する答弁を求めます。

経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 ５点ほど質疑がありましたので、順次ご答弁申し上げます。

最初に、企業振興促進条例の外部機関との連携について、職員もしっかり理解して連携

をとってほしいということでございます。もちろん外部機関、金融機関を含め、先ほど紹

介のありました北大ですとか、今は経済産業局と主にパイプはありますけれども、そうい

ったところとの情報共有だけでなく先進地の視察も含めて、しっかり職員も情勢を見きわ

めながら外部機関とも連携してまいりたいと考えております。

２点目の道外等への企業誘致の際のＰＲについてということでございます。砂川市は札

幌と旭川の間にあって交通の要衝ですし、スマートインターチェンジがあるといった土地

的な優位性もありますし、大きな病院がある、おいしいお菓子があるといったセールスポ

イントに植物工場も今後は含めながら訪問先を吟味しながら、効果的な企業訪問をしてま

いりたいと考えております。

３点目の魚の養殖について、訪問もしながらということでございました。調査研究だけ

にとどまらず、調査研究には視察も含んでの調査研究と考えておりまして、魚の養殖につ

きましては、良質な動物性たんぱく質の確保ということで川や海での養殖以外に陸上での

養殖というのが最近注目されておりますので、そういったことでは情報収集に今後も努め

てまいりたいと考えております。

４点目に、中小企業等振興条例について、バックアップ体制についてサポートする側と

受ける側、サポートする側の自己満足にならないように、今も創業支援にかかわった方た

ちと時々情報交換をさせていただいていますけれども、そういった機会をこれからもふや

しながら、必要なサポートが欠けていないかということも点検しながら、創業した方ある
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いは既存の方につきましてもしっかり寄り添った形でサポート体制を充実させていきたい

と考えております。

５点目に、ＰＲについて、制度のＰＲは部署に関係なく庁内での連携が必要ではないか

というご質問です。もっともな話だと思っておりますが、今もそれぞれの部署で自分のと

ころに関係ない情報が入った場合にはその情報を担当部署に回す、そういったことはされ

ておりますが、なかなか自分の担当部署でないところの情報というのは専門的に説明する

のは難しいのですけれども、担当部署とつなぐということは今でもしておりますので、一

番いいのはその制度を担当が違っていてもＰＲできることが一番いいのかもしれませんが、

なかなか難しい部分もありますので、担当部署とつなぐということは今もしておりますが、

これからも各部と協力しながら、そういった連携はしていきたいと考えております。

〇議長 飯澤明彦君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 繰り返しになりますけれども、この後にも予算審査特別委員会がありま

すので、細かい点はそちらで聞けますから、この２つの条例の中で再々質疑として伺いた

い点についてのみお伺いをしようと思います。

今答弁をいただいたのですけれども、外部機関との連携のほうもこれから一生懸命やっ

ていくというお話だったのですが、答弁も繰り返しの意図が含まれているのかなと。私も

同じことをお伺いする形になってしまうのですが、いろんな研究機関とか講演会ですとか

そういったところというのは、市の職員がプライベートで行くというのではなくて、市が

１つの経済施策として考えるのであれば、もちろん旅費に至っても税金でありますから無

駄にはできないわけでありますけれども、そうそう毎月のように行くわけではありません

ので、ましてや場所が札幌であればさしたる金額的なものはかかりませんし、金額以上に

得るものは大きいものがあると思うのです。人とのつながりというのは、どれだけ通信技

術が発達しようが、実際に会っていろいろお話を伺ってお話を聞くだけではなくて、本当

にこの企業さんやこの講師の方が信頼できるのかどうかというのは会ってみないとわから

ないわけでありますから、さらには砂川市のほうでも最近では農商工団結セミナーといっ

たようなものも開いております。

まさに植物工場というのは農商工団結にもつながる可能性を秘めていますし、砂川市で

第１回農商工団結セミナーが開かれた後に、講師の先生を交えて市内の主立った方々と懇

親会も開きました。先ほど私が外部との連携と言った意味合いの中には、ただ講演会を聞

いてくるという意味合いだけではなくて、大抵そういう講演会が終わった後は交流会的な

ものが開かれるのですけれども、そこで講師の先生だけではなく、同じような思考、考え

方を持った方々と情報共有をしたり、あるいは中には全部がうまくいっている例ばかりで

はありませんから、失敗した例というようなお話も胸襟を開いてそういう交流会の場だと

伺うことができると。今回の条例改正の中で入れるということは条例の中に含まれる重み

というものがあるわけですから、特別何か質問的なもので聞くというよりは、当然この条
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例を改正した背景の中にはそういったことも織り込まれているのかなと思うのですけれど

も、最初の登壇しての答弁と再質疑に対する答弁の中では、そこのところがもうちょっと

具体性がある答弁がなかったものですから、その辺、市として、今私が１つサジェスチョ

ンとして投げかけましたけれども、それに対する回答としてお伺いをしたいと思います。

それから、企業誘致の関係でありますけれども、当然植物工場だけに限らず、これから

技術が進歩すれば、いろんな業種がもしかするとこの条例の改正によって対象範囲になる

可能性もありますので、今回は植物工場を入れたといったことがメーンだったわけであり

ますから、そういった新しいものが入ったということの投げかけを通常の企業誘致の際に

も広く周知していってほしいという趣旨で質疑したものでありますので、その辺は今後も

取り組んでいかれるということでありましたので、先ほどの答弁の中では業態をある程度

絞るというお話もありました。これは、どっちが正解かということはありませんけれども、

絞っていい場合と、絞らずにとりあえずはいろんな一見関係なさそうな業種の方にもお声

がけをしてみるといったこともありますので、その辺はＰＲをする中で、私なんかよりも

経済部の職員の方々のほうが経験も豊富でしょうから、いろいろと的確に情勢の変化を捉

まえて柔軟に対応していっていただきたいと思います。

それから、陸上養殖の関係でありますけれども、これは間違いなく経済的な活動として

は大きなものになってくると。まだ草創期とはいいながらも、かなり市場に流通している

ものもありますし、２月の下旬でしたか、テレビのメディア等でも報じられましたけれど

も、群馬県の前橋市、ここも四方が山に囲まれて、海はありません。ですが、畳１畳ほど

の広さで高級魚であるカレイを１５０匹ほど養殖できるという設備が開発されて、現実に

近隣に出荷されていると。そういったことができるようになってくれば内陸のハンディと

いうものもなくなりますし、消費者の方々に対しては新鮮で、かつ安全な食材を提供する

ことにもつながりますし、砂川市の観点でいえば新たな産業の起爆剤になる可能性もあっ

たりですとか、さらには砂川スマートインターが開通して、これも１つの行政の指標とし

てはそこの利用台数をふやしていかないといけないといったことが最初からつきまとって

いるのですが、市内の道央工業団地等にそういう企業が進出するとそういった可能性も広

がってくるという、決して全てがバラ色の話ではありませんけれども、十分調査研究をす

るためには、そういったところに取り組んでいる自治体あるいは研究機関、さらには出荷

している企業等に対する情報収集の一環としての訪問活動みたいなものも、もしできるの

であればやっていっていただきたいなと思います。この点については特に答弁は求めませ

んけれども、ぜひともそれがうまくいきそうだという判断がついた折には条例の改正とい

う形で上がってくるのかなと思っておりますので、その辺は期待したいと思います。

それから、議案第２９号の中小企業等振興条例については、今までのいただいた答弁で

大まかな方向性というか、考え方については理解させていただきました。あとの細かい点

については、この後委員会もありますので、そちらのほうで聞かせていただくこととした
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いと思います。１点だったと思いますけれども、再々質疑としてお伺いしたいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 外部機関との連携というところで先ほどご質問がございました。

ご質問というか、今後そういったところの機会を捉えながら、さまざまな方たちと情報共

有、情報収集、あるいは人的なつながりをということだと思います。最近ということでは

ないのですけれども、なるべく北海道や経済産業局などが主催するセミナーですとか研修

会ですとか、時間が許す限り、予算的なこともあるのですけれども、そういったところに

は積極的に参加しながら、おっしゃるように、行っただけではだめで、行ったところで知

り合った方たちとのそういった人的な交流も含めながら情報共有、いろいろな情報収集に

努めているという状況でございますので、植物工場も含めてですけれども、そういった取

り組みは今後も強化してまいりたいと考えております。

〇議長 飯澤明彦君 他にご発言ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１６号から第３４号までの一括総括質疑を終わります。

続いて、議案第３５号から第４２号までの一括総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第３５号から第４２号までの一括総括質疑を終わります。

続いて、議案第７号の総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

増井浩一議員。

〇増井浩一議員 （登壇） それでは、一般会計の総括質疑を行いたいと思います。私は、

４款衛生費の中の合同墓について総括質疑を行います。

過去に私の一般質問で提案しましたこの合同墓について３点ほどお伺いいたします。

１つ目、提案説明で１，５００体の収容規模の墓とした考えについてお伺いします。

２点目として、墓の位置、構造、大きさについてお伺いします。

３点目に、利用する際の条件、そしてその利用料金についてお伺いいたします。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 （登壇） それでは、私から、合同墓についてご質問がござい

ました。順次ご答弁申し上げさせていただきます。

まず１点目、合同墓の収容体数を１，５００体とした考え方についてでございます。こ

ちらの積算の根拠としましては、北吉野墓地の新規の年間使用許可件数及び遺骨の埋蔵場

所を北吉野の墓地から市内外の寺院等へ移動するための年間の改葬の許可件数の推移など

を勘案しまして年間約５０体の収容を見込みまして、これらを約３０年間使用するものと

して設定したものでございます。
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続きまして、お墓の位置、構造、大きさについてでございます。合同墓の建立の予定地

につきましては、北吉野墓地内にございます吉野斎苑の南側、現在貸し付けを行っている

区画の駐車場付近を予定しているものでございます。また、構造についてでありますが、

地上部分には墓石、納骨口、そしてまた地下の部分には遺骨を収容する納骨室が主なもの

でございます。また、大きさについてでございますが、敷地スペースにつきましては幅４

メーター、長さが１０メーター程度を見込んでおります。また、墓石のサイズでございま

すが、縦が１メーター、横が１．３メーター、それと幅といいますか、奥行きが大体２０

から３０センチ程度を見込んでおります。そして、地下部分の納骨室のスペースにつきま

しては、縦、横、高さそれぞれが大体２メーター程度の容量を確保したいと考えていると

ころでございます。

３点目の利用する際の条件、また利用料についてでございます。使用する際の要件でご

ざいますが、現在の墓地を使用する要件としまして、本市に住所を有している者または本

籍を有している者としているところでございまして、合同墓につきましても現在の使用要

件を基本に設定をしていきたいと考えているところでございます。また、利用料につきま

しても建設費、用地費、埋蔵時にかかる経費をもとに設定をする予定であることから、今

後建設費等の経費が確定した後のこととなりますが、現時点では大体１体当たり６，００

０円から８，０００円程度を見込んでいるところでございます。

〇議長 飯澤明彦君 増井浩一議員。

〇増井浩一議員 それでは、再質疑させていただきたいと思います。

今の答弁で大体わかったのですけれども、１番目の１，５００体の理由は、１年間に５

０体で３０年間もたせると。妥当な数字ではないのかなと思いましたので、これはいいで

す。

２番目の合同墓の位置、吉野斎苑の近くで駐車場のそばということで、身寄りはなくて

も知り合いの方がお参りに来るということで、行きやすい場所だなと思ったので、こっち

のほうも再質疑はありません。

３点目の利用する際の条件、これが私一番危惧しているのですけれども、本来お墓とい

うものは家族が守っていくものだと私も思っております。でも、現在の家族構成とか将来

に向けてお墓が持てないという方が多々いると思います。私も多分自分のお墓はそうなっ

ていくのではないのかなと考えている一人なので、これができるということはすごくうれ

しいですし、しかしながら誰でもかれでもここに入れるというようにしたら３０年ももた

ないと考えておりますので、利用する際の条件、今後しっかりと考えて、誰でもかれでも

でなくて本当に困った人に供給するお墓にしていただきたいなと思います。

利用料については、建設が終わらないと確定できないということですけれども、６，０

００円から８，０００円、ほかの自治体を見ても、大体幅が５，０００円とか、高いとこ

ろで十何万というところもございますけれども、なるべく安く利用しやすいようにしてい
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ただければなと思います。そこで、この利用料を最初払えば、あと維持費とかそういうと

ころはかかるのかどうかということを再質疑としてお伺いいたします。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 利用に係る費用のご質問でございます。今議員さんおっしゃら

れたとおり、これから建立に向けて手続を進めていく予定でございます。建設に係る経費

が確定した後設定をさせていただくということでございますが、今１回目でご答弁申し上

げた６，０００円、８，０００円というのは埋蔵する際に頂戴をするものでございまして、

１回きりということで考えてございます。

〇議長 飯澤明彦君 増井浩一議員。

〇増井浩一議員 わかりました。

それで、最後の質疑ですけれども、今後のスケジュールといいますか、いつぐらいに建

設をして、運用開始はいつからなのかということを聞いて、最後の質疑にいたします。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 今後のスケジュールということでございますが、この予算を認

めていただければ、４月に入りましてすぐ事務的な手続を取り進める予定でございます。

利用料、使用料につきましては墓地条例の絡みもございますので、その部分の条例改正を

経まして、大体ことしの秋、１０月から１１月ぐらい、建立に係る工事の進捗状況にもよ

りますが、現時点では秋口、１０月から１１月程度ということで考えているところでござ

います。

〇議長 飯澤明彦君 辻勲議員。

〇辻 勲議員 （登壇） それでは、私も議案第７号 平成３０年度砂川市一般会計予

算について３点総括質疑をします。

１点目、豊栄地区の災害対策について伺います。豊沼地区の迅速な内水排除ができる体

制に努めるものとして排水用水中ポンプなどを購入するとされておりますが、豊栄地区で

はこれまでも水害に悩まされてきたところであります。消防車も出動し、排水する事態が

何度も起きています。下水道整備として豊沼地区の雨水管整備に向けた調査設計等委託を

行う取り組みも述べられておりますが、一昨年８月に起きた台風による災害では豊栄会館

の道路まで、水が膝元まで冠水しました。この状況がどこまで改善されるのかについて伺

います。

２点目に、砂川市の観光施策について伺います。市政執行方針では、ハイウェイオアシ

ス館やオアシスパークなど観光資源を最大に生かした取り組みを進めると述べております

が、現在ハイウェイオアシス館やオアシスパークではどのような取り組みをしているのか

伺います。

３点目に、オアシスパークからゆめまちづくり協議会について伺います。市政執行方針

では、ことし１月に発足したオアシスパークからゆめまちづくり協議会との連携について
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述べられていますが、現在の組織体制について伺います。

〇議長 飯澤明彦君 建設部長。

〇建設部長 湯浅克己君 （登壇） 私から１点目の豊栄地区の災害対策についてご答弁

を申し上げます。

初めに、豊沼地区の内水排除につきましては、西豊沼地区の石狩川の樋門に昨年購入い

たしました排水用水中ポンプを迅速に設置するための装置の設置工事を行い、また東豊沼

豊栄地区では、この地区の雨水の流末となる豊沼奈江川の樋門に配置する新たな排水用水

中ポンプを購入するとともに、同様にこのポンプを迅速に設置するための装置の設置工事

を行い、河川の水位が上昇して樋門を閉じる状況が生じた場合に対応できる内水排除体制

の強化を図るものであります。豊栄地区につきましては集中豪雨のたびに道路の冠水、住

宅への浸水被害が発生していることから、まずこの地区への雨水の流入状況を確認するた

めの広域的な調査を行ったところであり、この調査をもとに流入する水量を減らすための

新たな対策を講じることとし、農業農村整備として東豊沼地区の農業用排水路の整備を行

うための概略設計委託を行っており、また下水道整備として雨水管の整備を行うための測

量設計等委託を行うこととしております。これらの整備を行うことで集中豪雨の際には被

害の軽減を図ることができるものと考えておりますが、整備には数年の時間を要するとこ

ろでありますので、内水排除体制の強化に努めるほか、この地区への流入量の低減に向け

た検討を引き続き進めていくなど、各種対策を講じる考えであります。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 （登壇） 私から２点目の観光施策と３点目のオアシスパーク

からゆめまちづくり協議会についてご答弁申し上げます。

初めに、観光施策について、ハイウェイオアシス館やオアシスパークでの取り組み内容

についてでございますが、ハイウェイオアシス館につきましては、平成２８年度のトイレ

の改修に始まり、平成２９年６月に産直市場のオープン、７月には空知の食材を使ったレ

ストランミングルがオープンし、秋から冬にかけて外壁や屋根が改修されております。ま

た、砂川ハイウェイオアシス観光株式会社では、寄り道から目的地へとなるよう、中空知

の市、町や関係団体等と連携したなかそらち大収穫祭の開催など、にぎわい創出に向けた

事業が実施されております。市といたしましては、旅行雑誌や観光パンフレット、ホーム

ページなどを使ったＰＲやドローンを使った映像による魅力発信、なかそらち大収穫祭の

共催、自衛隊と協定を結び滑り台の製作など、砂川ハイウェイオアシス観光と連携した事

業を行っているほか、ハイウェイオアシス館の改修にあわせて活性化プラザのトイレの改

修や外壁、屋根の改修工事の一部を一部負担するなど、環境整備にも取り組んでいるとこ

ろであります。

オアシスパークにつきましては、市では観光サイクリングを実施しておりますし、オア

シスパークからゆめまちづくり協議会設立準備会主催の飲食の販売やフリーマーケットな
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どの社会実験に積極的に連携、協力しながら、水辺のにぎわい創出を図っているところで

あります。また、滝川砂川着地型観光推進協議会が昨年実施いたしました来訪者調査やモ

ニターツアーでは、ハイウェイオアシス館やオアシスパークの認知度、満足度は高く、リ

ピーター客の確保が可能な場所とした分析結果もあることから、引き続き観光資源として

広域観光も含めた観光振興事業での利活用を図ってまいりたいと考えているところであり

ます。

続きまして、オアシスパークからゆめまちづくり協議会の組織体制についてご答弁申し

上げます。平成３０年１月に設立されたオアシスパークからゆめまちづくり協議会の役員

体制でございますが、会長には砂川観光協会会長、副会長にはすながわスイートロード協

議会会長とＮＰＯ法人オアシス理事長、監事にはあじさいの会会長、事務局長には石狩川

下覧櫂副会長が就任しております。また、その他の協議会の構成団体といたしまして、砂

川商工会議所、砂川青年会議所、新砂川農業協同組合、砂川市インバウンド受入協議会、

札幌開発建設部、滝川河川事務所、砂川市となっており、農商工観光関係者、砂川遊水地

利用関係者、行政機関が連携した組織体制となっているところでございます。

〇議長 飯澤明彦君 辻勲議員。

〇辻 勲議員 それではまず、１点目の答弁が今ありましたけれども、整備の取り組み

の考え方についてはわかったのですけれども、数年のことということなのですけれども、

スケジュールなど見通しというのはどのようになっているのか、また根本的な解決策とい

うのはあるのか伺いたいと思います。

それから、２点目の観光資源のことについてなのですけれども、ハイウェイオアシス館

の産直市場では売り上げが伸び悩む冬場に集客を図ろうと農家の方が試食販売を行うなど

工夫していますし、またオアシスパークでは飲食の販売やフリーマーケットなどの社会実

験も行い、私も参加させていただきましたけれども、また砂川市の観光振興を進める上で

ハイウェイオアシス館やオアシスパークなどは観光資源となる場所と本当に期待している

ところであります。今後、ハイウェイオアシス館やオアシスパークを活用してまちなかの

回遊につなげる取り組みが必要と考えますけれども、１回目の答弁にもありましたように、

広域観光ということも視野に入れた取り組みについて伺いたいと思います。

それから、３点目のオアシスパークの計画なのですけれども、昨年の６月の私の一般質

問におきまして、市長は北海道河川環境整備促進協議会の会長をしているということで、

砂川市のかわまちづくり計画について国にも要望しているという答弁をいただいたわけで

すけれども、その後の状況と計画の内容についてお聞きしたいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 建設部長。

〇建設部長 湯浅克己君 ２点ほどご質問がございました。

まず１点目、スケジュールということでございました。現在につきましては、基本的に

は国の補助事業を通じながら整備を実施していきたいと考えているところでございます。
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初めに、農業の関係でありますけれども、農業につきましては、農地耕作条件改善事業

という補助事業を活用いたしまして、農業用排水路の整備ということで取り組んでまいる

考えでございます。昨年概略設計を行っておりますので、今年度それらの補助に対する補

助申請を行いまして、３１年にはその補助申請に基づく設計委託、その後、現在の予定で

ありますと、３２年、３３年の２カ年で工事を実施していきたいと考えているところでご

ざいます。

もう一つ、豊栄地区の北側につきましては、公共下水道整備事業ということで対応して

まいりたいと考えております。こちらにつきましては、本年度の予算に測量調査等の委託

を計上しておりますので、これらが終了し、３１年、３２年で工事を実施していくという

考え方でございます。

両事業とも国の補助金等を活用いたしますので、それらの補助金の対応状況によって若

干スケジュールは変わってくることもあろうかなと思っておりますけれども、現状私ども

の考えといたしましてはこのような考え方でいきますので、最終的には４年後には完了し

ていくものなのかなと考えているところでございます。そのため、４年という長い時間を

要することになりますので、昨年から対応しております排水用の水中ポンプを購入しなが

ら、できるだけ迅速にそれらのポンプの設置なども対応できるような、そういう体制を構

築しながら備えていきたいなと考えているところでございます。

また、根本的な解決策というご質問もございました。東豊沼豊栄地区の課題につきまし

ては、平成２８年度に災害発生後の議会でもご答弁をさせていただいたところでございま

すけれども、基本的にはこの地区の雨水が最後に流れる豊沼奈江川の樋門というものがあ

りますけれども、ここの樋門の水位と河川の河床、河の床と書きますけれども、基本的に

川底ですか、こちらの高さの差がほんのわずかしかないもので、集中豪雨など排水が多く

なった状況のときにはなかなか排水ができないという状況が現在続いておりまして、現状

の運用といたしましては排水ができる限りは樋門を閉めないで排水する体制をとっており

ますけれども、一昨年の集中豪雨の際には上流で溢水が起きたことから樋門を閉めるとい

う操作を行っていることもございますので、このような対応をしていかなければならない

と思っております。このように樋門を閉じることで内水が地区内に逆流するということも

考えられるものでございますので、このような形の中では、まず解決策といたしましては、

豊沼奈江川の改修を国のほうに行っていただかなければ、根本的な解決策にはならないも

のと考えているところでございます。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 ハイウェイオアシス館やオアシスパークを活用し、まちなか回

遊、広域観光も視野に入れた回遊へとつなげるということで、もちろんそういった取り組

みは今年度予算にも計上しております。今年度、新年度予算の商工費にはふるさと名物を

活用した観光振興事業に要する経費がありますが、事業といたしましては、観光サイクリ
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ングの実施、旅行雑誌を活用したまちなかを回遊するモデルコースの紹介やモニターツア

ーの実施、ハイウェイオアシス館子どもの国、オアシスパークを中心としたドローン映像

による魅力発信などを予定しております。

事業の実施に当たりましては、砂川ハイウェイオアシス観光株式会社やオアシスパーク

からゆめまちづくり協議会としっかり連携し、効果的な事業を実施してまいりたいと考え

ているところでありますし、チーム“ＳＵＮＡＧＡＷＡ”農商工団結セミナーやおもてな

し観光ワークショップの開催、観光事業者や建設協会、農業者の皆さん、砂川市インバウ

ンド受入協議会や滝川砂川着地型観光推進協議会などと連携いたしまして地域全体で砂川

のブランドづくりを進めたいと考えておりますし、近隣の市、町とも連携した広域観光事

業にもしっかり取り組み、さまざまな事業をまちなか回遊へとつなげてまいりたいと考え

ております。

もう一点、かわまちづくり計画についてでございます。昨年６月以降どのようなという

ことでございます。あとは計画の内容についてでございますが、６月以降も月に１回準備

会を開催しました。１１月には先進地視察ということで、当別の道の駅を準備会として視

察をしております。その後１月に協議会が設立されまして、話し合いは毎月、その後も続

けております。今は４月か５月に総会を予定しておりますが、それに向けた準備をしてい

るところでございます。

現在登録申請中のかわまちづくり計画の内容につきましては、この計画は、新たな観光

視点としてかわまちづくり事業により砂川オアシスパークを整備することで砂川のまちの

活性化、元気創生に寄与することを目指すこととしております。この中で国が行う整備内

容といたしましては、遊水地管理棟内の施設整備、多目的広場や水辺周辺等の基盤整備、

市内看板等の設置が盛り込まれているところであります。また、ラブリバーなど既存のイ

ベントに加えまして、準備会が社会実験として行ったソフト事業など、今後は協議会、国、

市が連携しながら実施していく計画となっております。なお、登録された場合は今月中に

結果が発表されることとなっております。

〇議長 飯澤明彦君 辻勲議員。

〇辻 勲議員 それでは、３回目の質疑なのですけれども、今豊栄地区の関係で国にも

というお話もあったのですけれども、この地区の災害に対する整備ということは、これだ

けの事業ですので国にも要望しているのではないかとも思うのですけれども、その内容に

ついてお伺いしたいなと思います。

それからあと、ゆめまちづくりのほうなのですけれども、市長にもぜひご答弁いただき

たいのですけれども、オアシスパークもそうですし、子どもの国、ハイウェイオアシス館

につきましては、２つの自然の宝が砂川にあると実は常日ごろ思っているわけなのですけ

れども、イベントについては市長もいろいろ参加していただいたり、水辺に関するイベン

トは今まで活性化でということで、河川局のほうでもさせていただいているのです。先ほ
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どフリーマーケットも実験したということだったのですけれども、ハード事業というので

すか、市長も昨年、河川の促進の会長ということもありますし、また今かわまちづくり計

画の登録後という、できれば大規模事業ができるチャンスとなると思っているのです。と

いうことで、市長、国とのパイプや今後について、昨年は石井国交大臣も視察に見えられ

ましたので、ぜひ力強い国とのパイプ役ということでご答弁いただければと思います。

〇議長 飯澤明彦君 建設部長。

〇建設部長 湯浅克己君 豊栄地区の関係になります。国への要望の内容というご質問で

ございました。国への要望の内容につきましては、河川が増水した場合、河床が高く、堤

内地側へ逆流するおそれがあるため樋門が閉じられる状況にあることから、住民及び農地

の安全を確保するため築堤の改修及び河道の掘削の一体的な河川改修を要望するという、

このような文言で私どもは国のほうに要望しているところでございます。これに対しまし

て国のほうから言われております回答につきましては、河川改修工事につきましては、現

在石狩川の本川、本流のほうの河川改修工事を行っている状況でありますので、それらの

改修工事が終わらなければ、豊沼奈江川のような支川に関する整備はなかなか進めること

はできないという回答もいただいているところでございますけれども、継続しながらこれ

らの要望を続けていきたいと考えているところでございますし、また最近被害が発生して

おりますので、滝川河川事務所を通じながら、被害軽減に向けたということでお願いをし

ているところでございます。

その中の対応といたしましては、捉えている要望に対しまして河川事務所のほうでは、

平成２８年度につきましては河川敷地の樹木の伐採をしていただいたところでございます

し、平成２９年度、今年度につきましては一部河道の掘削も行っていただいておりますし、

また私どものほうで排水用ポンプを配置する際に堤防の用地を通るのですけれども、配置

する際に現状といたしましては、集中豪雨の際ですのでぬかるんだりいたしまして、トラ

ックが入れないという状況もありますというお話をしたところ、それらにつきましてもそ

のような通路の整備を行っていただけるというお話もいただきまして、一部それらの工事

も実施していただいているところでございますので、根本的な河川改修についてはまだ時

間がかかろうかと思いますけれども、これら維持工事の中では幾つか手をかけていただい

ているところもございますので、私どもといたしましてはそちらにも焦点を当てながら、

これからも要望を続けてまいりたいと考えているところでございます。

〇議長 飯澤明彦君 市長。

〇市長 善岡雅文君 （登壇） それでは、オアシスパークのほうは私のほうからお答え

をさせていただきます。国との太いパイプと言われましても、私にそんなに力があるとは

自分自身は思っておりませんけれども、砂川市の知名度だけは国土交通省の中で高いもの

がありまして、恐らくそれはハイウェイオアシスをつくったときに道路局が総力を挙げて

全国で第１番目の施設としてつくったことと、それにかかわった人が今ちょうど技監で国
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土交通省におられると。それから、河川のほうでは遊水地を砂川市に巨費を投じてつくっ

ているということがございまして、国土交通省の中ではいわゆる道路と河川両方について

大きな金をつぎ込んだことが、砂川市が国土交通省内で知名度があって、私が行くといろ

いろ応対してくれるというのは、恐らくそんな理由なのだろうと思っております。

ことし４月にオアシスパークからゆめまちづくり協議会が設立されまして、本来、遊水

地ができたときにいろいろ事業を計画していたものが一回頓挫していたと。それで、もう

一度、その計画どおりでなくても何とかそこをやりましょうということで協議会ができま

して、２月に入ってから北海道開発局の要請に応じまして、滝川河川事務所の正木所長と

一緒に国土交通省の水管理・国土保全局の山田局長と全国のかわまちづくりをやっている、

人数は忘れましたけれども、１０人ぐらいだと思うのですけれども、首長との懇談会に砂

川市長も出てくれという要請がございまして、まだうちは協議会ができたばかりで事業は

実施していないのですけれども、一応遊水地の関係について経過も含めて説明してくれと

いうことで出席して説明したのがありますけれども、そのときに各先進地がいろんな取り

組みをされている事例についてはいろいろ勉強させてもらいました。

難しい点もかなりありますけれども、国土交通省が基本的に整備するのは、いわゆる堤

外というのか、堤防から水面のある側、中が国土交通省で、それ以外は市町村という区分

けが大きくあるみたいでございまして、そこの事業をどうしていくかというのは国と協議

しながら、ちょっと時間のかかるところもありますけれども、国も予算のつき方もござい

ます。砂川市は一体どういう方面でやるのだというのは今協議会の中で検討しております

けれども、ある程度方向が見えるとともに、国といい方法はないか、いろんな方法の事業

手法があるみたいですから、それは協議会の進捗に合わせながら国と協議してやっていき

たいなと。どのぐらい時間がかかるか私も見当がつかないのですけれども、事業について

は、大型事業も庁舎とかいろいろあるから、その合間の中でどのようにやっていくかとい

うやりくりも必要となってきますけれども、多くの人が参加していることから、形が見え

るようなものを早く見せないとなかなか盛り上がっていかないのかなというのもございま

すし、国との折衝の中から、逐次議会に報告できるものがあれば報告していきながら進め

てまいりたいなと思っております。

〇議長 飯澤明彦君 小黒弘議員の総括質疑は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午後 １時４９分

再開 午後 ２時００分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 （登壇） それでは、議案第７号、一般会計予算についての総括質疑を

行います。
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まず１点目、市長は市政執行方針の中で、駅前地区の活性化に資する利活用については

引き続き検討を進めてまいりますと述べられました。そこで、以下について伺います。改

めて、駅前地区とはどこを指しているのか伺います。

２点目は、第２期中心市街地活性化基本計画を立てるという市政執行方針でしたけれど

も、この基本計画は何に基づいてつくられるものなのかをお伺いします。そして、今後は

どのような具体的検討をされるのかをお伺いします。

大きな２点目といたしまして、平成３０年度の子育て支援の目玉事業を見ますと、以前

とは大きく変わったと思われます。以前とは平成２３年９月議会の私の一般質問のことな

のですけれども、私は乳幼児おむつ用のごみ袋の支給事業を提案しましたが、そのときの

答弁は、子育て支援にかかわる物品の支給については慎重な判断が必要であり、現段階で

は実施する考えはありませんととても冷たいものでした。時が過ぎ、平成３０年度の子育

て支援は物品を支給する事業が多いと思いますが、これまでと方向性が変わったのかどう

かを伺います。

３点目は、これまではＮＰＯ法人ゆうに委託していた体育施設の維持管理ですが、平成

３０年度から市の直営になります。予算書では体育施設ごとの維持管理費となっています

が、全体として直営になる場合と委託した場合を比較するとき、コストダウンや市民サー

ビス向上につながるのかお伺いをします。

総括質疑最後の質疑ですけれども、小中学校の適正配置についてお伺いをします。教育

長の教育行政執行方針に本年度より市内全ての小中学校を対象とした統合を含めた適正配

置について検討に着手とありますが、以下について伺います。

まず第１点目、小中学校の適正配置について、教育長の基本的な考え方をお伺いします。

２点目に、今後どのような具体的検討をされるのかをお伺いいたします。

〇議長 飯澤明彦君 教育長。

〇教育長 髙橋 豊君 （登壇） 私から小中学校の適正配置に関する考え方及び具体的

検討についてご答弁申し上げます。

まず、基本的な考え方といたしまして、平成７年度の砂川中学校と豊沼中学校の統合か

ら２３年を経過しましたが、少子化の影響により市内小中学校の児童生徒数が大きく減少

している状況にあります。特に石山中学校は、平成３０年度の学級編制では通常学級で１

学年１学級の３学級となる見込みであります。小学校におきましても北光小学校で平成２

７年度に複式学級の基準となり、平成３０年度にはさらに複式学級の基準となる学年がふ

える状況が見込まれ、今後におきましては他の小学校でも複式学級の基準となる可能性が

あります。適正な学校規模として学校教育法施行規則では、通常学級で小中学校ともにお

おむね１２学級から１８学級までとされています。また、文部科学省が平成２７年１月に

示した公立小中学校の適正規模、適正配置等に関する手引きにおいても同様の学級数が標

準とされております。なお、この標準は、特別な事情があるときはこの限りでないとの弾
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力的なものとなっております。

児童生徒数、学級数の減少により、クラスがえができない、部活動の種類が減少する、

体育や学校行事など集団学習や集団活動に支障が出るなど、年々学校運営上の課題がふえ

ていくものと考えております。変化の激しい時代において子供たちの生きる力を醸成する

ため、新学習指導要領の趣旨を踏まえた教育課程を着実に実施し、主体的、対話的で深い

学びの実現に向けた取り組みを進めていかなければならないと考えております。このよう

なことから、児童生徒数の減少と出生数の減少の状況を踏まえ、教育環境をどのように再

構築することが子供たちにとって最適な教育となるのか、教育効果が高まる適正配置につ

いて検討を始めることといたしました。

次に、具体的な検討でありますが、平成３０年度から検討に着手することとしておりま

すので明確にお答えすることは難しい時期ではありますが、現時点での考え方についてお

答えいたします。

まず、基礎資料の作成が必要と考えております。平成３０年４月１日あるいは５月１日

現在の児童生徒数及び通常学級数の確定、未就学児童の校区別人数の把握、直近の出生数

の把握等により、検討の基礎となる数値を把握いたします。

次に、統合等に関する他市、町の状況について把握いたします。空知管内には既に統合

を終了した市、町、現在統合を進めている市、町がありますので、その経緯や取り組み状

況について把握し、資料として作成したいと考えております。これらの資料を整え、内容

を精査した後に市民や教育関係者から広くご意見をお聞きしたいと考えております。

現時点ではスケジュールを定めているものではありませんので、いつごろまでにご意見

を伺うことができるのかはその進捗状況によるものであり、今回の検討着手は市のまちづ

くりにも大きなかかわりがある行政課題であることから、節目節目で市長部局との協議が

必要になってくるものと考えております。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 （登壇） 私から駅前地区の活性化に資する利活用について３

点ご答弁を申し上げます。

初めに、駅前地区とはどこを指しているのかについてでありますが、市政執行方針に駅

前地区の活性化に資する利活用についても庁舎建設検討審議会からご意見をいただいてお

りますとありますのは、平成２９年３月２４日付で庁舎建設審議会から出された砂川市長

への砂川市庁舎建設基本構想についての答申の附帯意見におけるパーラーグランド周辺の

駅前地区を指すものであります。

次に、第２期中心市街地活性化基本計画とは何に基づいてつくられるものなのかについ

てでありますが、中心市街地活性化基本計画は、中心市街地活性化法に基づき市が作成し、

内閣総理大臣による認定を受けるものであります。砂川市では平成１９年８月から平成２

４年８月を期間とする中心市街地活性化基本計画を策定し、中心市街地の活性化に取り組
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んできたところでありますが、第２期の基本計画が認定となった場合、市街地の整備改善

や経済活力の向上などに関する重点的な支援を受けることが可能になるものであります。

次に、今後どのような具体的な検討をされるのかについてでありますが、今後につきま

しては、商工会議所において中心市街地活性化に向けて中心的役割を果たすべく活性化協

議会を立ち上げ、官民のさまざまな意見の集約を図っていきたいとの考えが示されている

ことから、商工会議所主導による活性化協議会へ市も積極的に参画し、官民協働で事業の

推進を図るとともに関係機関への働きかけなどを行い、中心市街地活性化基本計画の策定

を目指すものであり、計画策定の際には協議会での検討結果などをもとに基本的な方針、

区域、事業、推進体制などについて具体的な検討を進めていくものであります。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 （登壇） それでは、私から、平成３０年度の子育て支援につ

いて物品を支給する事業が多い、方向性が変わったのかということでございますので、ご

答弁を申し上げます。

新年度予算におきましては、子育て支援費の中のすこやか子育て応援事業に要する経費

としまして、乳児おむつ無料クーポン券補助金及びふしぎの森無料クーポン券補助金を新

規事業として計上しているところでございます。また、使用済み紙おむつ用の指定ごみ袋

の配布事業につきましては、平成２７年度より継続事業として実施しているものであり、

新年度予算において再編したものでございます。

子育て支援につきましては、これまでも必要とする対象者に必要な支援を行うことを基

本に検討してまいりました。新年度予算におきましても、平成２７年度に策定した子ども

・子育て支援事業計画におけるアンケート調査の結果などから、就学前児童が属する世帯

において経済的不安、負担が大きい、小学生児童が属する世帯において子供との時間を十

分に持てないとのニーズがあると判断したことから実施しようとするものであり、安心し

て子育てができるまちを進めるという本市の子育て支援に対する方向性は変わるものでは

ないと考えているところでございます。

〇議長 飯澤明彦君 教育次長。

〇教育次長 河原希之君 （登壇） 私のほうから体育施設の維持管理についてご答弁い

たします。

まず、体育施設の維持管理について直営になる場合と委託していた場合を比較するとき、

コストダウンにつながるのかについてでありますが、報酬及び賃金の人件費については市

が定める報酬、賃金の額によって総額は増額となりますが、委託料に含まれる費用の中に

租税公課費で消費税分の費用があり、この経費が直営移行後は発生いたしませんので、差

し引き約１４０万円のコストダウンとなるところであります。

次に、市民サービスの向上につながるのかについては、市直営移行後の嘱託及び臨時職

員の人数は、指定管理者による管理運営をしていたときの人数１６人と変わりありません
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が、指定管理者の管理運営では事務局次長として配属されていた職員を市直営では体育施

設業務員として配置すること、さらにはスポーツ振興課が平成２９年度より１名純増して

いることに加え、本年度から組織の一体化により取り組むことができることから、スポー

ツ振興とあわせ住民ニーズへの迅速な対応、市民サービスの向上につなげてまいります。

〇議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 答弁のほうは教育長が先にお答えになりましたけれども、私は質疑の順

番でこれから進めていきたいと思います。総括質疑は３回しかできませんので、まとめて

の質疑になります。

まず、１点目の駅前地区の関係なのですけれども、私の予想に反して経済部長がお答え

になられましてちょっと驚いているのですけれども、駅前地区の活性化に資する利活用に

ついては、平成２９年の４月に総務文教委員会の中で総務部の懸案事項として示されてき

た内容なのです。いつの間にか経済部の所管になったかのように私は思うのですが、今こ

こで本当は聞いて座りたいのですけれども、座れないのですけれども、何の知らせもない

のです。このことが経済部の所管になったということが。私は去年の９月にこれと同じ質

問を一般質問でしているのですけれども、そのときはまさに総務部長が所管の関係できち

っと答えられて、今後、私は社会経済委員なのですけれども、駅前地区の活性化について

は一般質問できないということになりかねないのです。何でこういう大事なことをちゃん

と知らせないのですか、私たちに。この関係、所管が変わったから今経済部長が答えたの

ですよね。何でこういうことがしょっちゅうあるのですかね。この辺については副市長に

ぜひお答えをいただきたいと思うのですけれども、もし所管が変わっているのなら、いつ

から変わっているのかどうなのか。議員にとっては大変なことなのです、所管が変わると

いうことは。勝手に変えられたら困るのです。

それはそれとして、まずはその辺最初にお答えをいただきたいと思うのですけれども、

どうやら総務部長が私の一般質問に答えていただいた前に、改めて駅前地区とはどこを指

しているのですかとお伺いすると、パーラーグランドの周辺を駅前地区と言うということ

は、全く同じことなのだろうと思うのです。それを具体的にどう動かしていくのかという

ところで第２期の中心市街地活性化基本計画ということになったのかなと想像するしかな

いのですけれども、だから経済部長が答えたのかなと思うのです。ただ、ここに進展でも

見られていて、しっかり計画でもできて、内閣総理大臣に申請でもしているのなら話はわ

かるのですけれども、そんなこと全くないでしょう、今の段階で。ただ今後そうしていき

たいなと思っているだけなのでしょう。だったらこういうことこそ総務部がしっかり考え

るべきでしょう。これでいくぞとはっきり決まっていったらここに関しての実働部隊であ

る経済部がいくということで私たちの所管も変わっていくということなのではないのかな

と思うのですけれども、まず１点目にお伺いするのは、具体的に動きそうな感じはあるの

ですけれども、駅前地区はどこか。たしかあのころはパーラーグランドの駐車場も含める
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底地というお話があったと思うのです。まさに民間の土地そのものですから、勝手に第２

期中心市街地基本計画を立てるのはいいのですけれども、その土地を売ってくれるのかど

うかはっきりしない限り、どれだけ計画を立てたって地権者に失礼に当たるのではないの

ですか。そういう意味からいって、何でこんなときに、売ってくれるかどうかもわからな

い現状で第２期中心市街地基本計画をつくるという話が出てくるのか私は信じがたいので

すけれども、これはあえて総務部長にお伺いしますが、地権者は売ってくれるというお返

事はあったのでしょうか。その折衝はどうなったのかをお伺いします。

仮に今の答弁のまま私が質疑を続けるとするならば、本当に中心市街地活性化基本計画

をやるのですか。大変な作業をもう一回やろうとしているのですよね。場所は今、駅前地

区という場所はしっかり決まっていますよね。それ以外の答弁がありませんから。これが、

駅前のところから、それからもっと広い範囲で全体的にやるというのなら話は別です。た

だ、ずっとこの問題が出てきているのは、パーラーグランドのあそこが火事になってその

まま空き店舗になっている、その問題を新庁舎の審議会の方々も話をされて、そういう経

過の中で出てきたと思うのですけれども、砂川市の中心市街地活性化基本計画というのは、

先ほどの答弁にもありましたけれども、こんな厚いものなのです。平成１９年度に道内で

初めて内閣総理大臣から認定を受けて基本計画というのをつくってきて、実施もしてきた

ということは私も承知をしているのです。この基本計画はたしか、延長しますか、しませ

んかというお話があって、砂川市の場合はそれをしませんとして、この中心市街地活性化

基本計画は終了しているのです。それをもう一回改めて総理大臣の認定を受けながらやろ

うとする、このエネルギーは大したものだと思うのですけれども、パーラーグランドのあ

そこを何とかやりたいということのときに、ここまで本当にやるのですかと思うのです。

あの土地を買って、何かをやろうと考えるだけだと私は思っているのですけれども、きっ

とそうではないのだろうなと思うのです。

どうしても私は総務部長の顔を見て話したくなるのですけれども、経済部長、これをや

っていくのだとすれば、もちろんまずは中心市街地活性化基本計画にのっとっていく範囲、

区画は一体どこなのだろうというところから始めなければならないのですけれども、まさ

かパーラーグランドのそこだけをやろうとするのに内閣総理大臣が認可をくれるのかどう

かということは私わからないのですけれども、今ここで議会で答弁されるということは、

ある程度の接触というのが内閣府等にはあったのだろうなと思うものですから、あそこを

何とかしようという段階で中心市街地活性化基本計画というのが認定されるという自信が

おありなのかどうか。どの辺まで今の段階で、私が一般質問したときが去年の９月ですか

ら、そこから先でかなり精力的に動かれてこういう答弁が出されてきているのだと思うの

で、どんな動きをされて、どんなような区画に基づいて、どういう基本計画を立てようと

されているのかをお伺いしたいと思います。

今後どのようにするのですかとお伺いすると、商工会議所を中心に活性化協議会をつく
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って、全く同じやり方をしようと思っているのです。以前の基本計画のときと。皆さん疲

れていらっしゃると思うのです。同じメンバーの方々をもし集めるのだとすれば、またか

という感じです。私でもそう思います。パーラーグランドのあそこが何とかできるのなら、

地権者も土地を売るというようなほぼ確約ができ、よし、やれるぞというものができ上が

っているのだとするならば、違うやり方、違う方々をぜひ集めて、どんな楽しい駅前にな

るのか、どんな楽しい、市民がたくさん集まってこられるような施設ができるのだろうか

という話し合いをなるべく早い段階からしていただきたいなと思います。何回も何回も駅

前地区あるいは中心市街地の活性化については、もし同じメンバーであれば何十年も繰り

返し検討されてきた方々だと思いますので、市長はそれも一番わかっていると思うのです

けれども、そうやってやると市長が言うなら頑張っていただくしかないのですけれども、

違った動き方というのをしてみませんか。特にあそこのグランドパチンコをこれから何か

しようというときに。

市長は行かれたことがないと思うのですけれども、庁舎建設のときのワークショップな

んて、いろんな若い女性たちとか今までと違う方々が話し合われていて、結構いろんな意

見が出てきたので、私が勝手に思うパーラーグランドの跡地ですけれども、国道１２号線

にたくさんの車が通っている。そこの人たちにふっと寄ってもらって、砂川にはこんなに

いろんなお店もあって、いろんな企業もあるのだというところをまずそこで知ってもらっ

て市内を動いてもらうという施設だったらいいなと思っているのですけれども、もしそう

だとするならば、新しい感覚、これからこのまちにずっと住み続けようとする方々を中心

にいろんなアイデアを出し合って、一回アイデアを出したり意見を言ったら、きっとその

方々も協力してくれると思いますので、そんなやり方をされたらどうかなと思うのですけ

れども、そういうやり方をされずに商工会議所を中心に活性化協議会をつくっていくとい

う方向なのかどうかを確認させていただきたいと思うのですけれども、市政執行方針の中

にも市長はちゃんと書かれているので、市長は一体あのパーラーグランドの跡地をどうし

ようと思っているのかというのを市長の言葉で聞いたことがまだないのです。いろんな質

疑を何回かしてきていますけれども、できれば２回目の答弁で市長はどうしたいのかなと

いうのは聞いてみたいなと思います。答弁されるかどうかは別にしても私はそう思います。

２点目のほうにいくのですけれども、子育て支援の目玉事業を見ますとというお話をし

ましたけれども、市長は余りものを配るというのは好まない人だったです。それはそれで

市長の性格ですから、しようがないなと思っていました。紙おむつ用のごみ袋のときも、

めったにそんな物品を配るというのはしないのだと言われて、残念ながらそうかと。ただ、

議員の一般質問というのはいつの日か実現することというのは結構あるものですから、そ

ういう意味では、今は、さっきも部長がお答えになったように、紙おむつ用のごみ袋は配

られている事業にはなっています。

ただ、今回の事業を調査してみますと、まず紙おむつを支給するという件なのですけれ
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ども、新聞報道なんかでもありましたけれども、ゼロ歳児の児童のいる世帯に年間４万８，

０００円分の紙おむつを配ると。所得制限も何もないのです。ゼロ歳児の方々を持ってい

る世帯には全部配るというお話です。紙おむつを買いに行く場所は市内に限られているの

だろうとは思うのですけれども、量販店でもいいということなのです。私が４万８，００

０円もらったとしたら、市内のいわゆる商店に行くことはまずないだろうなと。行くとす

れば、ドラッグストアだったり、それこそホームセンターみたいなところに買いに行くで

しょうね。使う人にとってみればそちらのほうが便利ですからそれでいいのかなとは思い

ますけれども、ここの予算が５４０万なのです。それから、子どもの国のふしぎの森の入

園券を年間１０枚分。結局５，０００円を配るということです。こちらも別に所得制限が

あるわけでもなく、全体に配られようとしているのです。

この２つを見ると、市長は余り好まないようなやり方かなと思ったりもするのですけれ

ども、果たしてこれで本当の意味で市外の人が砂川市へ移住を選ぶきっかけになってくれ

るのかなと実は思っていまして、やること自体はいいです。皆さんもらったものはきっと

うれしいでしょうから、そのこと自体を否定するものではないです。ただ、両方合わせる

と１，０００万を超えるものになるのです。私、前から言っているのですけれども、もし

こういうこともやれるのであるならば、ぜひぜひ子育ての方々が、私はよく聞くことです。

本当にいろんな方から言われます。もし１，０００万円使う余力があるならば、ぜひとも

医療費の無料化も頑張ってほしいなと思います。前も言ったように、すぐに一遍にやるな

んて言いませんから、せめて所得制限、所得の低い方々には小学校、中学校まで、あるい

はこの前一般質問でも言いましたけれども、第２子の家庭には小学校まで、第３子以降は

中学校までとかという段階的なそういうことをしてほしいなと思います。市長もだんだん

市長の経験を積んでこられて、最初の段階では物品を配るのはだめと言っていたのですけ

れども、いろんな方々の意見を聞いてこうなってきたのだとすれば、ついこの前もやらな

いと言っていましたけれども、医療費の無料化というのはいろんな方々の望みでもあるわ

けですから、ぜひ検討していただきたいなと思うのです。

子どもの国の関係なのですけれども、４８０万ほど使うということなのですけれども、

私は孫を連れて子どもの国に結構行くのです。市長にもぜひ知っていてほしいのですけれ

ども、最近子どもの国の遊具が使えないようになってしまっているのです。かなりの台数。

そこにあるのです、遊具は。でも、その周りにロープが張ってあって、中に入れない、遊

べないのです。これは子供にとったら残酷。連れていった親もおじいちゃんもおばあちゃ

んもつらいです。子供が泣くのだもの。そこにあるのに何で遊べないのかと。僕は、子ど

もの国に入園者をふやそうという１つの案でもあると思うのです。入園券を配るというこ

とは。でも、もし４８０万あるのだったら結構な遊具が買えると思うので、道のものでは

あるけれども、市も子供たちのための遊具を応援しようということをやるとなれば、子ど

もの国も少し遊具を買える時間を早めるかもしれないなと思うので、何とか子育てに対し
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ての今回の施策、さっきも言ったとおり、悪いとは言いませんが、反対しようとも思いま

せんが、これだけ使うのだったら、ほかの事業にもぜひ使ってほしいなと思っています。

前から市長は経常事業を行うのはとても慎重でなければならないということを言われて

いたので、両方とも途中ですぐやめるわけにはいかない、ずっと続けていくべき事業だと

思うので、そういう点でいって、これについては答弁は要りません、今後は。だってやる

と言っているのだから。私も反対しないと言っているし。ただ、これだけの経常経費を使

うのであればほかのこともできるのではないのかなと私は思っております。

続いて、３点目のこれまでＮＰＯ法人ゆうに委託していた体育施設の維持管理の関係な

のですけれども、これも市長は総務部長のころからずっといらっしゃったからわかってい

らっしゃるかなと思うのですけれども、あそこの体育施設の維持管理というのはすごくい

ろんなことがありましたよね。一番最初は生涯学習振興協会でしたかね、その後ＮＰＯ法

人ゆうができて、そのときにゆうに維持管理を委託するということになっていって、今の

教育次長のお話だと、１４０万円ぐらいのコストダウンができて、市民サービスの向上と

いうのは変わらないか、きっとそれ以上いいふうにはなるのだろうと思うのですけれども、

ただ、体育施設と言われるところがどこまでを指しているのかなと思うのです。

直営でやっていたときにいろいろなことがあって、要するにあそこは日の出運動公園と

いう都市公園の位置づけがまずあって、その中に体育施設があって、物によっては土木が

維持管理をしている部分があったり、教育委員会が体育施設として維持管理をしていたり

している部分があったと思うのです。それを何とかしなければならないというので民間あ

るいは財団みたいな形の中で維持管理をしてもらうようになってきたと思うのですけれど

も、今度また市が直営、教育委員会が直営というか、そうなったときに、その辺の問題と

いうのはクリアできていて今回そうなっているのかな、そこはどうなのかなと私は思って

いるのですけれども、体育施設の関係でいえば体育施設条例というのがあって、それと、

さっきも言ったように、都市公園の位置づけもあそこにはあって、教育委員会としてはど

こからどこまでの維持管理をしようとしているのか。体育施設内だけなのか、日の出運動

公園というのはもっと広い範囲でありますから、その中には駐車場もあり、トイレもあり、

それから今回は野球場を広げたことによって駐車場が広くなったりもしているので、そこ

ら辺のところが整理ができてこうなっているのかどうかをお伺いしたいなと思います。

続いて、小中学校の適正配置のことで教育長がお答えいただいたのですけれども、先ほ

ど教育長もおっしゃられましたけれども、市のまちづくりに本当に大きくかかわっていく

ことだと思うのです。私はたまたま前回の小中学校の適正配置のときに子供がその世代で

して、おまけにＰＴＡ会長をやったりしていて、すごく大変だったことを覚えているので

す。小中学校の適正配置ということですけれども。今回はそれよりさらに大変だろうと思

うのです。というのは、あのときはまだ子供たちも結構いて、全部が古くなっていた小中

学校だったと思うのです。うちの子は焼山小学校に通っていて中央小学校にという状態だ
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ったのですけれども、場所を決めるのも大変でしたし、もめてしまっているうちに順番が

違っていったりとか、その当時の教育委員会の方々は大変な思いをして何とかまとめ上げ

ていったという状態だったと思うのですけれども、今回この適正配置で厄介なのは、この

前の一般質問でもお話ししたのですけれども、砂川市内で出生する子供の数が９０を割っ

てきているのです。

この前の総務部長の答弁で、２９年だったですか、８４名の新生児です。つまり、８４

人しか小学校１年生に上がる子がいなくなっているということです。これならまだいいの

だけれども、もし８０を切ることになると二クラスしかできないことになるのです。今５

つの小学校があるのですけれども、小学校１年生が市内全体で８０人しかいないとなった

ら、１つの学校でも事足りてしまうぐらいな大変なことです。私も調べたのですけれども、

法律で決められている適正規模というのは小学校、中学校とも１２から１８学級。教育長

がおっしゃられたとおりだと思うのです。小規模校は小規模校でのクラスがえができなか

ったりいろんなことというのがあるという意味で、適正規模というのがある程度法律で決

められていると思うのですけれども、だとすると、去年生まれた子が８４人しかいません

から、これ以降ふえていってくれればいいのですけれども、もし８０を切ることになって

いったら、この子たちがだんだん、だんだん成長していって小学校になって、中学校にな

ってと、こういくわけですから、小学校、中学校も１校で済んでしまうかもしれないぐら

いな、それが法律で決められた適正規模ということにもなりかねないぐらい、今の砂川で

は大変な問題です。

もっと大変なのは、ではどこの学校を潰してどこの学校を残すかという話になったとき

に、つい最近耐震補強をして大規模改修をしたというところと、それからさっき私が言っ

た前の統廃合のときに新しく建てた学校というのがあるわけです。耐震化補強でも相当な

お金をかけてやりました。でも、中身は古いのです、結局。多少ペンキとか屋根とかは直

しましたけれども、躯体そのものは砂小だったら５０年ぐらいたっていると思うのです。

古いところは。そこが今一番大きい学校であるのです。耐震化でお金をかけてしまってい

るし、簡単に潰すというのも何かおかしな話でもあるし、かといって前回の統廃合で新し

く建てたところも２０年、２５年たってきていまして、こちらのほうもいろんな意味で修

繕も必要な状況になってきている。さて、では本当にどうしたらいいのだと考えていくだ

けでも大変なことになってきたなと思うのですけれども、どうしたらいいのだろうと。簡

単なのは、小学校、中学校、本当に新しいのを建ててしまう。市内に１つの小学校、１つ

の中学校、子供たちはスクールバスで来てもらえればいいかなとも思うのですけれども、

ただ、小学校とか中学校というのは地域のコミュニティの中心であるのも間違いないので

す。そういう意味からいけば、簡単に今私が言ったようなことで済まされる問題ではない

なとも思います。

もう一つは、学校を小さく、例えば５つある学校を１つの小学校にもししていったら市
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町村合併と一緒で、校長先生も今は５人いるのだけれども、教頭先生も５人いるのだけれ

ども、１つの小学校になったらそれぞれ１人ずつでいいわけで、それは養護教諭も同じだ

し、事務職員も公務補も事務員も同じということですよね。そうやって考えていったら本

当に大変な作業だと思うのです。こうやって言ってしまったので、最後まで髙橋教育長、

しっかりと責任を持って仕上げていっていただきたいなと思うのですけれども、今後どう

いうスケジュールといっても、今言い始めたばかりだという、そのお気持ちもわかるので

すけれども、ただ間違いなく出生数という問題がありますので、なるべく早く取りかかっ

てほしいなと思うのです。

長いところでは、たしか小樽だったと思うのですけれども、審議会なんかを立ち上げて

から１０年以上かかっても統廃合がまだ全部終わっていないというところもあったり、か

なりの時間をかけていかなければならないかもしれないのです。でも、そうしていては各

学校で、ここは複式化になっていったり、あるいは、この前も私話しましたけれども、石

山中学校では４０人近い子供たちが狭い教室の中でぎゅうぎゅうな状態で授業を受けてい

るという、こういう状態もあるわけですから、早い段階で教育機会の均等がうまくいくよ

うな統廃合というか、適正配置をしていかなければならないと思うのですけれども、もう

少し教育長のスケジュール感というのですかね、どんな流れでどうしていくのか。まずは

資料を集めるというお話がありましたけれども、早く審議会でも何でも立ち上げてしまっ

たほうがいいのではないかと思うのです。動きを早くすることによって、市民の皆さんや

保護者の皆さんの意見もどんどん早く出てくると思うのです。やるのならなるべく早く短

期間の間でことを進めていかないと、だんだん、だんだんずるずると延びていってしまう

気がするものですから、その辺のところもあわせてお伺いをしたいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 小黒弘議員の２回目の総括質疑に対する答弁は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午後 ２時５０分

再開 午後 ３時００分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

小黒弘議員の２回目の総括質疑に対する答弁を求めます。

市長。

〇市長 善岡雅文君 （登壇） それでは、私のほうから３点ほどお答えを申し上げます。

質問の順番に基づきまして、最初に子育て支援の物品の関係ということで、私が市長に

なった平成２３年の９月議会で小黒議員のほうから質問がございまして、私自身は２３年

というと１９年の行革のわずか４年後、何とか財政を立て直そうと。ただ、たまたま２１

年ぐらいからですか、三位一体で落とされた国の交付税が民主党政権から戻り始めている

時期で、まだ完全に戻っていないと。そういう財政状況の中で、もともと私は行革をやっ

たときに、扶助費というのは一度つけると、そう簡単に落とせないと。財政状況もまだ完
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全に立て直っていないと、そういうタイミングだったものですから、私は扶助費にはすご

く慎重にならざるを得なかったと。ただ、後日やったのは、ある程度財政的な自信もつい

たのと、地方創生の中で国の金も出ながらやれると。このときにやろうと。そのときには

小黒議員が２３年に言っていたなと思いながらも、お母さんたちからの要望がすごく多か

ったからこれを実施したわけでございまして、別に物品とかなんとかにこだわっていなく

て、私の考えの中では全部一括して扶助費という考えですけれども、いまだに子育てにつ

いては財源的には悩みます。将来の足かせになるかもしれない。だけれども、やらなかっ

たら人口は落ちる一方になる。その中で何としても結果を出さなければならない。そこの

ところだけはご理解をいただきたいと。

それから、駅前地区の活性化に関することでございますけれども、もともとの私の発端

というのは、駅前にビデオ屋がございまして、民間の人が買って、手がつけられない状態

になってしまったと。もう二度とあそこは２０年以上誰もちょせない状態でしょうと。た

だ、一等地にある持ち主が１つのところがもし何かなったときに砂川市は取り返しがつか

ないから、何とかできるものなら、地権者が１人ならそれはできないかというのはずっと

思っていましたけれども、北菓楼の話があったりいろんな話があったのですけれども、き

っかけは無電柱化が決定したと。その中で、何回もお話ししていますけれども、まちの魅

力というのは、学校とか買い物をする場だとか子育てだとか老人対策、病院、それと町並

みの、全部をきれいにするというのは無理ですけれども、通ったときに変わったとか、そ

ういう積み重ねの中でまちの魅力というのは図られると。市の職員を受けに来る人も、汚

い庁舎に来るとがっくりするけれども、だからといって新しくするわけではないですよ。

庁舎がきれいだと来る人の募集がふえるとかというのも現実にあるわけでございます。

そういう魅力をちょっとずついろんな方面から高めていこうというのがもともとの私の

考えでございまして、私が担当に指示したのは、何らかの補助金をもらえないかと。なけ

れば単費でいきますけれども、できることなら基金をなるべく使わないでやれる方法。交

付税分が庁舎でついたから財源的にはあるといったらあるのですけれども、補助金がつい

たほうがためた金を使わなくて済む。その方法を検討させると、中活という方法があると。

ただ、採択は厳しいかもしれないです。それは計画をつくって上げてみないとわからない

問題ですけれども、補助金の道があるからには探らなければならないので、その辺は小黒

議員もわかっていて聞いたのだろうと思っております。

それと、私の所管ではないのですけれども、３点目の体育施設の関係なのですけれども、

私そんなに詳しいわけではないのですけれども、私が市長になったときにはもう指定管理

になっていました。毎回質疑を聞いていると、小黒議員からこれは合わないからやめなさ

いという質疑を毎回聞いておりまして、議員さんも反対するのならやめてしまおうと。決

断したのは、小黒議員が言ったのを聞いていて、そこまで余り好評でなくてやっているも

のをどうして続けているのだろうと。教育委員会で検討してみたらというのがもともと私
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から教育委員会に言った言葉でございまして、細部のことは余り承知はしてございません。

以上でございます。

〇議長 飯澤明彦君 副市長。

〇副市長 角丸誠一君 （登壇） 駅前の所管が変わったのかというお話が冒頭ございま

したけれども、現時点では何ら変わっておりません。当時、庁舎建設検討審議会のほうで

総務部の市長公室課が所管していまして、昨年の３月に場所の答申を受けたと。そのとき

に附帯意見として駅前地区の部分が取り上げられてきたところであります。昨年の４月の

常任委員会でも総務部の懸案事項として委員会に報告しているとおり、現段階では所管は

変わっていないところであります。手法として、今市長が申し上げたとおり、中活という

手法が考えられるということで、執行方針にも掲載してございますけれども、その策定を

目指していきたいという考え方を示しているものであり、詳しいところは経済部で、ご答

弁というか、説明したほうがわかりやすいだろうということでございます。総括について

は所管云々くんぬんというのはございませんので、その点はご理解をいただきたいと思い

ます。

〇議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 （登壇） 私から駅前地区の活性化に資する利活用の部分、昨

年もお答えしている件もあったかなと思っております。パーラーグランドさんは閉店して

結構たつわけですけれども、あそこの地権者とは、毎月会うわけではないですけれども、

昨年もお話ししましたけれども、時々お会いして、そのときには、実際どうなのだろうと

いうのを毎回聞かれますし、それは信用してもらうしかないのですけれども、市長もこの

土地、建物については購入させていただいて事業を展開したいという思いを持っています

ということをお伝えしておりますし、相手方も、確かに今現況としては第三者にお貸しし

ている部分もございます。それについても期間を切って、返却、賃貸を解約できるような

契約をずっとしているので、その辺は安心してくださいということで今まで来ている経過

でございます。

それと、あくまでも活性化に資する施設という中で答申があって今検討している最中で

ございますけれども、何かものを建てればいいということではなくて、誰かが使って、市

民の皆さんがよかったなと思われる施設のために今準備段階として経済部の中活という部

分も含めてあるわけでございますので、ぜひ議員さんにはこの後もこの駅前の部分につい

ては応援いただきたいと思いますし、反対しているとは聞こえてきませんので大丈夫かな

と思っているのですけれども、引き続き応援いただければと思いますので、よろしくお願

いいたします。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 私からは、活性化協議会ではなく違う手法でというお話があり

ました。そこについてご答弁いたしたいと思いますが、庁舎建設検討審議会からの附帯意
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見であったこと、あるいは商工会議所会頭が新年の交礼会ですとか会報の「ななかまど」

の中で、会議所がその中心的な役割を果たすべく活性化協議会を立ち上げ、官民のさまざ

まな意見を集約しながら実現に向け歩を進めていきたいと思いますと、そのようにおっし

ゃっております。

今後メンバーにつきましては、会議所が主導する中で、経済部も商工会議所とはつなが

りが深い、あるいは過去的な活性化協議会のメンバーであったということから、一緒に話

を進めていく中でメンバーも決めていきますが、今まで審議会の中でも活発な議論があっ

た、そこには会議所の会頭も入っていたということもあるので、そういった方たちが集ま

って活発な議論がされるものだと思っております。現行では違う手法を考えておりません

が、会議所との話の中で違う手法も検討できるということであれば、それはそれで議論の

余地はあるのかなと思いますが、現段階では会議所の会頭の言葉を受けて進めてまいりた

いと考えております。

〇議長 飯澤明彦君 教育長。

〇教育長 髙橋 豊君 それでは、私のほうから学校の適正配置の関係でご答弁をさせて

いただきたいと思います。今いろいろとご意見をいただきましたので、この部分も参考に

させていただきたいと思います。

空知の中では既に１市町、小学校１校、中学校１校というところもございますし、例え

ば赤平市におきましてはこの４月に中学校２校が１校になるということで、教員がその分

大幅に減少すると。これは空知の中ではずっと続いている事項でございますので、統合が

あればそれに見合った教員数になっていくと理解をしております。また、この適正配置に

つきましては、もちろん地域への説明であったり、教育課程の統合であったり、あるいは

先ほどもお話がありましたように、教育環境、校舎の古い、新しいというのもありますの

で、この辺の同一性をどう考えていくか、あるいはその利活用というものは十分に考えて

いかなければならないと思います。

ご質問のスケジュール等につきましては、これはこれからということになりますので、

スケジュールと適正配置の数については、これから意見を聞きながら進めていきたいと思

っています。ただ、スケジュールにおきましても、大変大きな事業ということになります

ので、次期の総合計画の中には位置づけができるような形で進めていければとは考えてお

ります。

〇議長 飯澤明彦君 教育次長。

〇教育次長 河原希之君 それでは、私のほうから、特に日の出運動公園内の施設という

ことで、土木の関係、それから教育委員会の所管ということの住み分けでございますが、

特に日の出運動公園の中には南３号線沿いに多目的広場の前に駐車場とトイレがございま

すが、それ以外については教育委員会のほうの所管でございますので、住み分けについて

はしっかりと土木のほうと行っておりますので、市直営後も適切な維持管理をしてまいり
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たいと考えております。

〇議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 ただいまは総括質疑ですし、私の考えは２回目の質疑で行っております。

ただ、今回取り上げたまちなかのいわゆる駅前の活性化あるいは小中学校の適正配置、い

ろいろな意味で今後のまちづくりにとても大事なことではないかなと思っております。で

きればスピード感を持って行っていっていただきたいということをお話し申し上げて、終

わりたいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 （登壇） それでは、これより議案第７号、平成３０年度一般会計予

算並びに市政執行方針の中から大きく３点について総括質疑をします。

まず、１点目として、市政執行方針の中には毎年のように６次産業化の推進とあります

が、市民感覚として具体的な成果が実感できていません。これまでの取り組みや具体的な

成果があればお伺いします。また、市政執行方針には事業実施に向けて関係機関との連携

を強化するとありますが、どのような機関とどのような強化をするのか、具体的なビジョ

ンがあればお伺いします。さらに、このような計画を推進するのであれば、順序としてま

ずやる気のある生産者に対し６次産業化への手引きといった情報提供がなされ、その取り

組みに応じた各種補助制度の情報提供や施設の提供、販路についての情報提供をし、成功

へのビジョンを示すことが重要だと思いますが、そのような取り組みが行われているのか

お伺いしたいと思います。

２点目は、協働のまちづくりに要する経費の中で、市政執行方針にもありますが、市民

活動を担う人材の育成についてお伺いいたします。これまで市民活動入門講座などを通じ

地域人材の育成に取り組んでいますが、依然としてどの組織も高齢化が進み、新たな人材

の確保に苦慮しています。これまでの取り組みの成果をどう分析しているのか、まずお伺

いします。また、本来市民が望んでいるのは、この人材育成により発掘された人材が市の

ホームページにもアップされている各種市民活動団体などへと参画していくことを期待し

ています。そういった意味では、各市民活動団体に講師を依頼する、または交流するとい

ったことが必要だと思いますが、そのようなことが考えられているのかお伺いしたいと思

います。

３点目として、学童保育事業に要する経費についてお伺いします。さきの一般質問でも

お伺いしておりますが、その際、現状の把握とニーズを把握し検討するという旨の回答で

したが、新年度予算には特に変更点は見受けられませんでした。そこで、どのような調査

が行われ、どのような結果のもと今回の予算にどのように反映されているのかをお伺いし

ます。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 （登壇） 私から１点目の６次産業化の推進についてご答弁を
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申し上げます。

当市の６次産業化の推進のこれまでの取り組みといたしましては、６次産業化に係る国

などの補助金獲得に向けた支援をしております。国の補助金を申請するためには、地域資

源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関す

る法律、いわゆる６次産業化地産地消法に基づき、農林水産物の生産、加工、または販売

を一体的に行う事業に関する総合化事業計画を作成し、農林水産大臣の認定を受け、補助

金の申請をする必要がございます。

これらに対応するため、北海道６次産業化サポートセンターに対し６次産業化アドバイ

ザーの派遣を要請し、サポートセンター、北海道農政事務所、空知総合振興局農務課及び

市農政課が連携し、総合化事業計画書や補助申請書の作成指導や助言など、さらには計画

実施段階での生産、加工技術、販売先の開拓や資金調達などに対するアドバイスを実施し

ております。また、北海道単独の補助事業の活用の検討や、研修会、展示講習会などの開

催案内などをメールや市ホームページにより情報提供しております。そのほか、小規模な

６次産業化の取り組みにつきましても、空知農業改良普及センター作成の空知農産加工販

売の手引きを紹介するほか、他産業などへの橋渡しや民間の補助金獲得等に向けての支援

など、農政課と商工労働観光課が連携を図り、支援、応援を行っているところでございま

す。また、６次産業化の担い手ともなります若手女性農業者との意見交換会を開催し、女

性農業者の連携による新たな事業の創出のきっかけづくり、市ができる新たな支援等の検

討につなげていきたいと考えているところであります。

次に、これまでの取り組みの成果でございますが、６次産業化アドバイザー等を活用し

補助金を獲得した例はございませんが、岩瀬牧場には国の担い手確保経営強化支援事業に

よる加工設備等の購入に係る経費の一部の補助や企業振興促進条例に基づく支援、黒瀬ラ

ベンダーには観光農園として農産物の直売を拡大するため、公益財団法人太陽財団の助成

事業の活用について支援をしており、来年度施設内の道路が整備される予定となっており

ます。米粉唐揚げを製造販売する中道ファームには、クラウドファンディングを運営する

会社との橋渡しや、ロゴのデザインのためのデザイナーとの橋渡しなどの支援をしており

ます。そのほか、井上農園のタマネギピューレ、そらいちマーケットなどともかかわりを

持ちながら支援を行ってきているところでございます。

６次産業化の達成目標ですが、農業者みずからが生産した農産物を活用し、みずからが

加工や販売を行うことにより所得を向上させ農業経営の安定を図ることが目標であり、よ

り多くの農業者が６次産業化に取り組むことにより市内の農業の活性化を図ることができ

るものと考えているところでございます。

次に、具体的な取り組みビジョンですが、農業所得を増加させる手段として、６次産業

化の取り組みは１つの有効な手段であり、地域内の雇用の創出や楽しみをもたらすととも

に、加工、販売等を通じ農業者以外の方たちとの交流を図ることにより、地域内の活性化
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にもつながるものと考えております。６次産業化の取り組みは、本業である農業経営基盤

がしっかりしていなければなりませんし、新たな事業への過大な投資により本来の農業経

営基盤が揺らいでは、新たな取り組みも無駄となってしまいます。まずは小さな取り組み

から始め、６次産業化アドバイザー等の専門家のアドバイスを受けながら、関係機関等が

連携しニーズの把握、販売先の開拓、資金調達や補助金獲得などの支援を行うことにより、

徐々に事業規模の拡大を進めることを推進してまいりたいと考えているところであります。

また、個々の農業者の取り組みのグループ化や組織による取り組みを促進させることや、

第２次産業、第３次産業の他産業と結びつくことによる農商工連携も効果的な取り組みで

あると考えているところであります。今後も関係機関等との連携を図り、農業者へのきめ

細かいサポート、アドバイスを行うとともに、補助金等の獲得に向けた支援や情報提供に

努め、６次産業化を推進してまいりたいと考えているところであります。

〇議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 （登壇） それでは、私から、市民活動を担う人材の育成とい

うところで質疑をいただきましたので、ご答弁させていただきます。

市民の皆様と市が同じ方向に向かって共通認識を持って協働のまちづくりをより活発に

展開していくことができるよう、砂川市協働のまちづくり指針を平成２５年４月に策定し

ております。この指針では成果指標というものは定めておりませんけれども、協働を進め

ていく上での施策展開の１つに人材育成の推進があります。さまざまな分野において人づ

くりや交流の取り組みを進めるため、取り組みの１つとして市民活動入門講座などの開催

が例示されているところでございます。担い手不足につきましては、市民活動団体、ＮＰ

Ｏ、町内会などに限ったことではなく、どのような団体につきましても共通の課題であり、

新規団体の設立はもちろん、団体を持続可能な状態で維持することについても非常に難し

くなっている状況は認識しているところでございます。

少しでも担い手不足の解消につながるようにと平成２５年度より市民活動等入門講座、

平成２６年度より市民活動等ステップアップ講座、そして平成２９年度からはそれらを統

一して地域力アップ講座として継続して開催し、受講者については延べ４３７名の方が受

講いただいているところでございます。受講者の中には、ＮＰＯ法人やボランティア団体、

町内会などから継続して講座へ参加していただき、引き続き団体の担い手として活躍され

ていることや、市民活動等入門講座と活動等ステップアップ講座を受講した２名の方が中

心となり新たに市民活動団体が誕生したという経過もあり、講座の開催が少なからず担い

手の確保、団体設立のお役に立てているのではないかと思っているところでございます。

数字的な成果目標、成果指標ではありませんが、講座を受講された方には市民活動の必要

性などが若干でも認識され、成果が出ているものと考えているところでございますし、ま

たこれら講座に対して、それぞれ団体を誕生させた方ですとか市民活動を常時活動として

やられている方もこの講座に参加いただきまして、それぞれの団体のプラスになるよう講
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義を受けていただいているということでございます。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 （登壇） それでは、私から３点目の学童保育事業についてご

答弁を申し上げます。

本市の学童保育事業につきましては、昨年の９月定例会におきましてご質問を頂戴し、

その後、近隣市、町及び道内の各都市の保育料を含む保育内容について調査したところで

ございます。調査の結果でございますが、自治体により運営形態や保育サービスの多寡な

どについてさまざまな相違があったことから一律に比較できない状況ではございますが、

保育料にはおやつ代が含まれているとともに開所時間が他の多くの自治体より早いほか、

追加料金はかかるものの延長保育や短期保育も実施するなど、利用者の都合に合わせ柔軟

に対応しているところでございます。また、子供たちに規律ある行動が身につくよう学習

やおやつ、自由遊びなどの時間割りを定めているとともに、誕生会やお楽しみ会のほか季

節の行事も実施するなど、他の自治体と比較しても充実した保育内容であり、公設公営の

保育料につきましては、公費と保護者の負担割合も含め、おおむね妥当と考えているとこ

ろであります。しかし、利用者にとりまして満足できる学童保育事業とすることが必要で

あることから、今回実施しました調査なども参考にしながら、今後におきましても継続し

た改善とニーズに応じたサービス内容について検討してまいります。

〇議長 飯澤明彦君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 それでは、順次再質疑していきたいと思いますが、まず６次産業化の

関係ですけれども、取り組みがいろいろ行われているということはよくわかりました。た

だ、市民感覚の中に、６次産業から出てきて、砂川はこれだよね、というものがまだ大き

なものとして成果として見えてきていないというところが、こういった意見が出る部分な

のかなと思うのですけれども、中道議員がいらっしゃいますけれども、米粉なんかはいろ

んな取り組みがなされていて、ああ、すごいなと思って見てはいるのですけれども、市の

市政執行方針の中に６次産業の推進と書かれていると、主体的にもうちょっと取り組んで

もいいのかなと映るのです。

今ほどいろんなお話を聞かせていただいても、何かあったときのサポートをというご答

弁だったかなと思うのですが、砂川市として６次産業を推進するのだということを明記す

るのであれば、もっともっと幅広い方、そして今行われている方々に対してもっと側面的

なサポートができるのではないかなと考えるので、そのあたりは今後、先ほどお話ししま

したけれども、まだまだ砂川市は、６次産業をもし行えば、販路を含めてふるさと納税や

そらいちマーケットとかいろんなものもできていますし、これからゆめまちづくり協議会

とかできたところでも直売所をつくりたいとかいろんな意見も出ているので、いろんな可

能性があるだろうと思うのです。販路も含めて、こういったことを皆さん頑張ってやって

みませんかということを、モデルケースというか、そういったビジョンを示せる体制づく
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りというものが今後必要になっていくのではないかな、またそういうことがあることによ

ってさらに推進力が高まるのではないのかなと思いますので、そのあたりの取り組みがこ

の予算の中で今後やっていけるのかどうなのか、そのあたりについて聞いてみたいと思い

ます。

次に、協働のまちづくりの関係、人材育成の関係ですけれども、実感として、受講者が

延べ４００人以上いるということなのですけれども、実際として今行われているのは、意

識の高い方たちが比較的集まって、さらにスキルアップとか自己研さんに励んでいるとい

うイメージなのです。いろんな団体に所属しておりますけれども、なかなか新規で、こち

らもどの人に声をかけていいのかわからないというのも当然あるのですけれども、その辺

をもし講座の中に、何でもいいからまちのためにいろんなことをやってみたいのだよね、

もしも自分の力が何か役に立つのならということがもう少し、いろんな団体とのつながり

をつくっていただければ、ひょっとしたらもっともっと同じ人でもいろんな団体に所属し

てくれるのかもしれないですし、また新しい人材がいろんな団体に回っていくということ

もあるのかもしれないなと思うのです。

何とかそのあたり、先ほども言いましたけれども、団体間交流というのも大事なのかな

というのもありますし、お互いがお互い、どのような活動をしているのかというのが見え

ないというのもありまして、そのあたりも含めて、人材育成の枠の中でも構わないと思う

のです。それぞれ意識の高い人たちが集まって自分たちの活動をＰＲするという場もあっ

てもいいのかなと思いますし、それぞれの団体の今の現状を話していただいてもいいです

し、そんなことを考えていただければ、ここまで活動団体の担い手が少なくなってしまっ

ているのですけれども、総体的な延べ人数というか、いわゆる活動人口を減らさないとい

うことにつながっていくのではないかと思うので、そのあたり、この予算の中の取り組み

として考えられないものかどうかお伺いしたいと思います。

次に、学童保育の関係ですけれども、資料は私もいただきました。砂川市のサービスは

すごいなというのが率直な感想なのですけれども、ただ、このサービスが望まれているか

どうかというところが一番のネックなのかなと考えるところなのです。保育料の設定額に

関しても、ほかのところでは、もちろんサービスとかいろんな内容が違うということは前

提でわかっているのですけれども、どんなに高くても６，０００円以内というところを砂

川市だけが９，０００円という実情。それから、公設公営、公設民営の比較でいっても、

どの自治体も最高では６，０００円だけれども、砂川市だけが９，０００円であったりと

か、サービスが非常にいいかわりに金額も、ちょっとだけ高いというよりは、ほかから比

べると倍または３倍という感じに映ってしまうのが現実なのかなという気がするのです。

もちろん国の制度にのっとって推奨されているモデルケース、その中での負担割合とい

うところで決めているというのは重々わかるのですけれども、ほかの自治体が子育て支援、

その地域の実情、または今共働き世帯に対する支援というものはどういうものが必要なの
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かということが盛んに問われている中で、このあり方というのは果たして合うのかどうな

のかというところが一般の方の感覚の違いなのかなという気がするのです。時間延長や朝

７時半からできる、そういうところに関しては砂川はほかよりもとてもいい制度だなと思

うのですけれども、果たしておやつを提供するというところは、それぞれ持参させたり用

意したりというところがあるのですけれども、よくも悪くも砂川はその選択はない。おや

つがあるから高いのだということにも聞こえてしまいますし、活動プログラムということ

がしっかり行われているということなのですけれども、実情、中ではいろんな問題がある

ということが、金額とサービスのバランスのところでいろんな話が出てきてしまうのだろ

うなという気がするわけなのです。

なかなかこれはすぐにどうこうという話にはならないということは承知しているのです

けれども、少なくとも今これだけのサービスが砂川では行われている。ほかと比べてこん

なにいいサービスを行っているということが、なかなか親御さんたちには伝わっていない

のかなと。スタートしたサービスのまま行われていて、ほかとサービスはそんなに変わら

ないのだろうけれども、金額は何でうちが高いのだろうなという素朴な疑問もあるのだろ

うと思うのです。そういう意味ではいま一度親御さんに丁寧な説明をする必要があるのか

なと感じるわけなのですが、そのあたり、今後丁寧な説明とかも含めて、推進していく上

でしていく考えがないのかどうかをお伺いしたいと思います。

〇議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 ６次産業化に向けて市が主体的に取り組むことで推進力を上げ

たらいいのではないかというお話でした。６次産業化につきましては、先ほどご説明申し

上げたとおり、１次産業の農業、生産者の方が自分で加工から販売まで行うといったこと

で６次産業化が図られるということでございまして、市としましてはそれを側面から強力

にサポートすることで、１次産業に従事されている生産者の方が加工から販売まできちん

と計画的に進んでいけるということをすることが行政としての主体的な取り組みと考えて

おりまして、一方的に情報だけを提供することではなくて、既に先ほど紹介した方たちは

取り組んでいますけれども、まだ取り組んでいないのだけれども、よく話を聞きますと実

はこんなことをやってみたいのだとか、まだ具体的に何ということはないのだけれども何

かしてみたいのだとかといった生産者の方が数多くいらっしゃいます。

そういった方たちとも話をする中で具体的に加工、販売につながることがあれば、それ

は今までの方と同じように側面的なサポートをするということでございまして、今は何か

したいと思った方たちに対するサポートは十分しているつもりでございますが、これから

一歩を踏み出す、踏み出そうかなという人たち、そういった方たちへのサポートといいま

すか、よく話を聞きながら、本業に影響のない範囲ということになるかもしれませんが、

そういったところにも今以上に力を入れながら、農家さんと触れ合う機会は農政課、農業

委員会、数多くありますので、そういったときにそういう話もしながら、聞き取りをしな
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がら進めてまいりたいと考えているところでございます。

〇議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 市民活動の人材育成にかかわる部分としては、私ども講座を中

心にして今までもやっておりますし、これからもそういう方向づけだろうと思っていると

ころでございます。

今ほどお話ありました市民団体を積極的にやられている方については、この講座を受講

されても中心的な部分、最近ワークショップ型の講座を開講しておりまして、五、六人の

中で話し合いをしながらということをやっているのですけれども、そういう中に入っても

市民団体を志望している方は積極的で、コミュニケーションをとりながら話の内容、話を

盛り上げてくれるという経過がございます。私ども毎年のように講座のメニューは考えな

がら、何もしていない方がやったり、それから今までやっている人はどうあるべきかとい

う部分も含めて、今ほど議員さんからご提示がありましたように、メニューをじっくり考

えながら、これからよい講座づくりといいますか、講座の開講を、ことし秋にやりますけ

れども、進めていきたいと思っております。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 学童保育に係る利用者が本当に求めているサービスと、またそ

れに対する丁寧な説明というご質問でございました。実際昨年の９月に質問を頂戴しまし

て、その後自治体、供給する側の実態については把握をさせていただいて、先ほどのご答

弁のとおり、一括して比べられるものではなくて、それぞれの自治体、各サービスも違い

ますし、料金も違いますし、その内容も違うということでございました。その設定につい

ては一応妥当だろうと現場では判断をしているところでございますが、今度、利用者側の

視点ということでございますので、この後どのような手法が考えられるのかというのはま

た現場で検討をするということにさせていただきたいと思いますが、サービスが過剰にな

っているのかもしれません。本当に必要な求められているサービスは何なのかという部分

と、このような料金設定、内容についての丁寧な説明につきましては今後対応させていた

だきたいと考えております。

〇議長 飯澤明彦君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 わかりました。砂川市の６次産業に向けての考え方はどうあるべきか

というものも含めて、そんな簡単なもので６次産業化というのはないのだろうなとは思う

のですけれども、ただ、最初から難しいといってハードルを上げてしまうと、何に対して

も及び腰になってしまうので、例えば商工のほうとも連携があるのであれば、できれば地

元の農産品を食材として使いたいのだよねだとか、こういうことで農家さんとの橋渡しだ

ったりだとか、そこというのはなかなか接点がなかったりするところなので、自分で加工、

販売までいくのはその先であったとしても、その前段階で資材の提供から始まったり、そ

れが商品につながっていったりすることもよくあることでありますので、その辺も含めて
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取り組みをしっかり、いろんな人から何かニーズがあるかないかというものをしっかりと

聞くことで、いろんなところにいろんな結びつきが生まれるヒントがあると思うので、そ

のあたりを進めていただければと思います。

また、市民活動を担う人材の育成ですけれども、今ほど今後つながりも含めて検討して

いただけるということなので、よりよい人材育成につながっていくことを期待したいと思

います。

学童保育に関しましても、今ほど答弁にありましたように、本当に求められているサー

ビスと適正金額というのはどこなのか、そのあたりを再度皆様の意見も聞いていただいて、

こういう時代、子育て支援、いろんなメニューがある中で、みんながデフレ状態というか、

本当であればもうちょっと高くてもいいのかもしれないというものも当然考え方としてあ

ると思うのです。だけれども、周りがどうしても低いということと、公費を出してやって

いるということが果たしていいのかどうなのかというのはまた別の議論として、ただ、情

報社会ですから、親御さんたちもちょっと携帯で調べればすぐに他市町の状況というのは

見られる。詳しい状況まではわからないけれども、金額だけが目についてしまうというと

ころもあると思うので、そこは砂川市は特別なサービスをしているのですよということは

まず知ってもらうべきなのだろうなと。その中で、どうですかという本当の意味でのニー

ズ調査というものをしていくことができればいいのかなと感じておりますので、ぜひ検討

できるものであれば検討していただきたいと思います。

終わります。

〇議長 飯澤明彦君 武田圭介議員の総括質疑は明日行います。

◎延会宣告

〇議長 飯澤明彦君 本日はこれで延会します。

延会 午後 ３時４５分


